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【テーマ】今後の障害者支援のあり方 ポイントペーパー                                       都道府県名 宮 城  県  

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 
（現状） 
○ 国の特別対策により負担軽減が図られているが、それ以降も、
引き続き、当事者や関係者から利用者負担の軽減を求める要望
が出されている。 
 
 

 
 
○ 特別対策については、経過的措置となっている。 

 
 
○ 特別対策による軽減措置は２１年以降も継続するとされてい
るが、法施行３年後の見直しに当たっては、障害者が安心して
必要とするサービスを適切に利用できるよう、軽減措置の検証
を行い必要な見直しを図るなど、経過的な措置から恒久的な制
度として改善を図るべきである。 

（２）事業者の経営基盤強化について 
（現状） 
○ 日額払い方式への変更、報酬単価の減額、自己負担による利
用者数の減により、法施行前より減収した事業所が増加し、既
に整備した施設設備の整備費償還や必要な施設設備の整備に苦
慮している。 
また、職員の給与抑制や限定採用などで対応している状況で
ある。 
 （取組） 
○ 県としては、独自の実態調査結果を踏まえるなど、国に対し
必要な見直しを図るよう、様々な機会を捉えて働きかけを行っ
てきている。 

 
 
○ 事業所の収入減により、人材の確保等に支障を来し、サービ
スの提供にも影響が出て来ている。 
○ 施設設備の整備が不十分であり、新体系移行や必要な障害福
祉サービス量の確保に至っていない。 

 
 
○ ２１年４月から報酬額が改定されるが、改定に当たっては、
経営実態調査の結果を踏まえ、人材の確保を含め、適正なサー
ビスが確保されるようにするべきである。 
○ 障害者自立支援対策臨時特例交付金事業終了後も、障害福祉
サービスが充足するまでの間、施設設備等の整備を重点的に実
施する必要がある。 

 
 

（３）障害者区分認定について 
（現状） 
○ 今もって関係者から、判定システムは知的障害者や精神障害
者の障害特性が十分に反映されものとなっていないとの指摘を
受ける。 
（取組） 
○ 認定調査員や市町村審査会委員に対する研修会等を通して、
支給決定の適正化を図っている。 

 
 

 
 
○ 現行の判定システムは、知的障害者や精神障害者の障害特性
に十分に対応したものとなっていないため、必要なサービスが
受けられない状況となっている。 

 
 
○ 政府与党ＰＴの報告書には、大幅な見直しが言及されている
が、特に知的障害者や精神障害者の障害特性を的確に反映した
判定システムとなるよう、確実に改善を図ること。 

（４）施設入所と地域移行について 
（現状） 
○ 入所者の地域生活移行に欠かせない地域生活支援事業につい
て、市町村の財政事情等からサービス提供に地域格差が生じて
いる。 

 
 
○ 入所者の地域生活移行にも、支障を来している。 

 
 
○ 障害者の自立した地域生活支援に必要不可欠な地域生活支援
事業が確実に実施できるよう、十分な財政措置を講ずること。

（５）精神障害者支援施策について 
（現状） 
○ 精神障害者通所授産施設や精神障害者生活訓練施設等につい
ては、日額払い方式への変更、報酬単価の減額、自己負担によ
る利用者数の減により、法施行前と比較して減収した事業所が
増加しており、また、精神障害者の障害特性から週５日のサー
ビス受給が困難な障害者も多く、もともと利用率が低いといっ
たことなどから、新体系移行が進んでいない。 
○ 現行の自立支援制度の中で提供できるサービスが限定される
ため、利用者ニーズに応じたサービスの提供や個別支援計画の
策定に苦慮している 
 （取組） 
○ 市町村においては、独自の利用者負担軽減措置などを講じ、
利用率の向上を図っている。 

 
 
○ 現行の報酬単価等では、精神障害者通所授産施設等が新体系
へ移行した場合、人材の確保や現在の職員配置等も維持するこ
とができず、サービスが低下するという問題があり、先行き不
安を感じているため、事業者からは報酬単価等の見直しの要望
が多い。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
○ 精神障害者の特性を踏まえた、報酬体系や単価等の見直しを
提案する。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

〈現状〉 
○ 精神科病院及び診療所で行われている精神科デイケアについ
ては、治療を受けている人や地域で生活している人などが昼間
病院等に通い、専門スタッフの指導によりグループで作業活
動・スポーツや趣味活動などを通して、より密度の濃い治療が
受けられ、自分の課題達成に向けた取組を行っている。 

 
 

 
○ 医療との関わりが不可欠な精神障害者にとっては、精神科デ
イケアが積極的・効果的に行われる必要がある。 

 

 
○ 社会資源としてのデイケア活動の活性化のため、精神科デイ
ケアの診療報酬単価の引き上げを行うこと。 
また、作業療法士・精神保健福祉士及び臨床心理士等の関係
スタッフの養成を行うこと。 

２．就労支援について 
（現状） 
○ 就労移行支援や就労継続支援（A 型）への移行事業所は，県
内においても都市部に偏在しており，その他の地域においても
事業者を新体系サービスへ誘導する方策が必要である。 
 
  

 
 
○ 事業者を就労移行支援や就労継続支援（A 型）へ誘導する方
策が見受けられないなど，国の基本方針に則した数値目標の達
成のための施策や必要なサービス供給体制整備に向けての枠組
みがまだまだ十分ではない。 

 

 
 
○ 国においては，福祉分野と労働分野の推進体制の一層の強化
を促進し，都道府県・市町村が定める「障害福祉計画」の目標
達成に向けた各種施策の整備や財源の確保に十分な責任を果た
されたい。 

 

３．その他障害者支援策について 
（１）障害児のサービス体系について 
 

  

（２）発達障害者支援施策について 
（現状） 
○ 知的障害・精神障害を伴わない発達障害児（者）等は、福祉
サービスのニーズがあるにもかかわらず、現行の福祉サービス
が受けられない状況にある。 
○ 保護者等の関係者からも手帳制度の創設等、福祉サービス支
援の要望が強く出されている。 

 
 
○ 発達障害児（者）、高次脳機能障害者、難病患者等の福祉サー
ビスの利用ニーズに対応する必要がある。 

 
 
○ 政府与党ＰＴの報告書には、障害者の範囲については引き続
き検討とあるが、３年後の見直しに当たっては、発達障害児（者）
等が必要なサービスを適切に利用できるよう、手帳制度の創設
や障害者雇用率の対象とする等の法制度の改善を図ること。 
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【テーマ】今後の障害者支援のあり方 ポイントペーパー                                    都道府県名 新 潟 県  

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 
〈現 状〉 
○ 法施行当初は、利用者負担を理由としてサービス利用を抑制
したり、中止した者が 63 人みられたが、平成 18 年 11 月以降は
存在しない。（19.9 国調査の新潟県分）  
○ 原則１割の利用者負担は、特別対策の実施後、実際の負担率
は居宅介護などのサービスで 4.7％、通所サービスで 5,8％、入
所サービスでは 3.7％の負担率となっている。 
○ 新潟県独自で実施した当事者調査では、現在サービスを利用
している者の 45.4％が「自己負担が増えた」と回答し、その増
加額は「１万円以上」が最も多い。 
〈取 組〉 
○ 法施行に伴う利用負担増により施設を退所した障害者に対
し、施設への復帰に向け、きめ細やかな相談支援及び経済的支
援（サービスに要する費用の助成）を実施している。 

 
 
 
○ 利用者負担については、特別対策ならびに緊急措置等により、
種々の負担軽減措置が講じられているが、食費等の実費負担が
あることや、そもそも負担がほとんどなかった低所得者などは、
なおも負担感があり、関係団体からは軽減の要望が強い。 
 
○ 負担軽減措置が複雑になっており、利用者が理解しにくい。
 
 
                     

 
 
 
○  法の見直し向けて、特別対策ならびに緊急措置による負担軽
減措置の検証を行い、これまでの軽減措置を恒久的なものとす
るなど所要の改善を行うことを提案する。 
  また、附帯決議にある所得保障についての検討を早急に行う
必要がある。 

 
○ 負担軽減措置を簡素化し、分かりやすい形にすること。 
  

（２）事業者の経営基盤強化について 
〈現 状〉 
○ 報酬の日払い化により、利用者が思うように確保できず減収
となっている施設が多い。 
 (19.10 県アンケート調査結果) 
 

施設数 

17 年度と 18 年度 

を比較して減収と 

なった施設数 *1 

17 年度と 19 年度 

を比較して減収と 

なった施設数 *2 

入所施設  38 26 (68.4％) 31 (81.6％) 

通所施設  38 30 (78.9％) 29 (76.3％) 

計  76 56 (73.7％) 60 (78.9％) 

*1 平成 17 年 10 月と平成 19 年３月の比較（定員当たり） 

*2 平成 17 年 10 月と平成 19 年４月の比較（定員当たり） 

 
 
○ 報酬の減額により、サービスの質の向上、良質な人材の確保、
経営の安定に支障を来たしている。 

 

 
 
○ 事業者の経営の安定化を図るとともに、障害者自立支援法の
目指す地域生活移行や就労等を促すサービスが適切に提供され
るよう、法の見直しに向けて、全国レベルでの公平、公正な経
営実態調査を早急に実施し、報酬額、報酬基準等の改正を行う
ことを提案する。 

 
  

（３）障害者区分認定について 
○ 新潟県において、二次判定で一時判定を変更した割合は、身
体障害で 15.6％、知的障害で 32.7％、精神障害で 51.1％である。 
（H18.4 から H19.9 までの 2,838 件の審査判定結果による）  
 

 
○ 障害程度区分の認定システムは、知的障害、精神障害におい
て二次判定で一時判定を変更した割合が高い。 
○ 関係団体からは、障害程度判定区分の方法・基準の改善を求
める要望がある。 

 
○ 三障害それぞれの障害の特性を十分に踏まえた適切な仕組み
が確立されるよう、現在実施している見直しを早急に進めるこ
と。 

（４）施設入所と地域移行について 
〈現 状〉 
○ 平成18年４月１日から平成19年 10月１日までの地域生活移
行者は 200 人で目標値（273 人）に対する達成率は 73.2％。 
 
○ 地域生活移行する上で必要な居住の場であるグループホー
ム・ケアホームについては、平成 18、19年度の設置が進んでい
ない。 

 
〈取 組〉 
○ グループホーム・ケアホームの設置促進を図るため、新たに
事業を開始する場合の初度設備整備費（防火関連設備、共用備
品等に要する経費）を県単独で助成している。   

           
○ 報酬の低さ、急な人材の確保が必要とされる状況から、グル
ープホーム・ケアホームの経営に支障を来たしている。 

 
○ 障害者自立支援法の目指す地域生活移行を促すサービスの提
供が確保できるよう、グループホーム・ケアホームの運営状況
把握のための調査を早急に行い、重度の障害者に対する適切な
支援のために要する費用、必要な人員配置、報酬額、報酬基準
等の改正を行うことを提案する。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 
２．就労支援について 
○ 一般企業における障害者の法定雇用率は 1.8％であるが、新潟
県の一般企業における障害者雇用率は 1.53％（平成 19 年 6 月 1
日現在）と低く、雇用率達成企業も 47.6％である。 
○ 就労を希望する障害者に対して、障害者就業・生活支援セン
ター等での支援を行っているが、障害者の就労がなかなか進ま
ない。 

 
○ 国等においても、障害者の雇用促進（就労支援）を目的とし
て、就職相談、就職訓練、離職時の支援、事業者支援等、それ
ぞれの場面で支援メニューが用意されているものの、福祉部門
と労働部門の連携が十分ではない。 

 
○ 障害者の就労支援を促進するため、ハローワークの支援体制
の充実、ジョブコーチ等の養成強化等、雇用施策との連携を一
層すすめ、労働関係機関を中心とした実効性のある取り組みが
行われるようにする。 

 

３．その他障害者支援策について 
発達障害者支援施策について 
〈現 状〉 
○ 発達障害者については、その障害特性により生活面や就労面
等で支援を必要としている者も多い。 
〈取 組〉 
○ 平成 18 年３月に発達障害者支援体制整備検討委員会を設置
し、現状と課題を把握するとともに、支援方策等について検討
している。 
 

 
 
○ 知的障害や精神障害とは診断されない発達障害者について
は、福祉サービス等を受けることができない 

 
 
○ 障害者自立支援法の見直しに当たり、発達障害者その他の福
祉サービス等を必要とする障害者すべてが、必要なサービスを
受けることができるよう、法の改善を図ることを提案する。 
○ また、発達障害者へのサービス提供を考慮し、発達障害者の
手帳制度を創設することを提案する。 
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【テーマ】今後の障害者支援のあり方 ポイントペーパー                                       都道府県名 東京都  

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 
（現状） 
○東京都独自調査によると、通所施設の利用者負担額は、旧制
度の 1,900 円から、平成１８年４月には約１万円となり、特別
対策を講じた平成１９年４月には約 8,400 円となっている。 
 
（取組） 
○訪問系サービスでは、ホームヘルプサービスの利用者負担を
３％とする東京都独自の激変緩和策を講じている（平成２０年
度まで）。 

○ 個々の利用者負担の度合いを算定する過程が複雑でわかりに
くいものになっている。 
○ 利用者負担算定における収入認定や資産要件等に関しては、
不公平感があるとの声もあり、分かりにくいものとなっている。

○ サービス利用にかかる負担のあり方については、利用者の所
得や生活実態に合った適切なサービスが利用できる仕組みとす
ること。 
○ 利用者負担算定における収入認定や資産要件等については、
利用者にとって公平で、わかりやすい制度にすること。 

（２）事業者の経営基盤強化について 
（現状） 
○通所施設の日額報酬単価設定にあたり、国は月２２日の開所、
９４．５％の平均利用率を見込んでいるが、東京都の障害者施
設の運営状況調査によれば、月２０．９日の開所日数、平均利
用率８５％（身体・知的、民立のみ）、別の都調査によれば、月
２０．４日の開所日数、平均利用率６１％（精神関係通所施設）
となっている。 
 
（取組） 
○障害者施設（社福運営）、GH、CH については、運営の安定
化を図るため、運営費を都単独で助成している。 

○ 現行の報酬体系では、障害者を支える人材を確保することが
困難であり、現場では福祉から人材が流出してしまう危機的な
状況にある。 
○ 報酬の日額化には課題が多く、特に入所支援施設、GH、CH
など住まいの場については、日額払いの影響を大きく受けてい
る。 
○ ひきこもりなどにより、出席率の低い精神障害者等について
の支援が、現行の報酬制度では十分に行えていない。 
○ 訪問系サービスについて、重度障害者の地域における自立生
活を保障するために長時間にわたる支給決定が必要となる場
合、自治体に超過負担が強いられている。 
○ 報酬単価設定については、人件費、土地取得費、物件費等が
高額である大都市の実情が適切に反映させる必要がある。 

○ 平成２１年度から実施する報酬の見直しにあたっては、人材
確保や良質なサービスの提供、また、事業者の経営基盤の安定
を図るとともに、法が目指す就労移行や地域移行を促進させる
ための報酬体系となるように抜本的に見直すこと。 
○ 報酬の引上げが利用者負担増につながることのないよう、勘
案すること。 
○ 施設入所支援、グループホームなど住まいの場については、
入院時等、「施設利用日数」に算入されない期間にも支援を提供
している実態や機能を踏まえ、日額払いの影響を軽減するため
の措置の拡大を図ること。 
○ ひきこもりがちな精神障害者等の社会参加やサービス支援を
維持するため、事業所の訪問等の支援活動を一定範囲内で報酬
対象とすること。 
○ 訪問系サービスについて、重度障害者に対し適切なサービス
が提供できるよう配慮し、自治体の超過負担が解消されるよう、
国庫負担基準を見直すこと。 
○ 人件費など、地域の実情を勘案した報酬とするよう配慮する

こと。 

（３）障害程度区分の認定について 
（現状） 
○平成１８年９月末現在の国の調査によれば、東京都における
二次判定による上位区分変更率は、身体障害者１９．２％、知
的障害者４５．１％、精神障害者５３．２％となっている。 
 
（取組） 
○身体・知的・精神など各障害者に共通の認定調査項目につい
て、全国一律の方法により公平公正で客観的かつ正確に調査が
行われるよう、認定調査員等の資質の向上を目指して、「障害程
度区分認定調査員研修」を実施している。 

○ 上位区分への変更率（特に精神、知的）が高いという実態が
ある。 
 

○ 障害程度区分認定の１次判定については、三障害の特性に合
った調査項目及び判定基準とし、信頼性の高いシステムを構築
すること。 
○ 障害程度区分認定について、全国的な平準化を図るため、状
態像の例や変更事例の充実を図る等の対策を講じること。 
○ 障害程度区分見直しに関する厚生労働省障害保健福祉部長の
私的勉強会の検討結果の全容を早急に明らかにするとともに、
今後のスケジュール等についても早期に示し、円滑な施行に向
け、自治体の意見を求めること。 
○ 障害程度区分によるサービス利用の制限や、障害程度区分が
国庫負担基準となることについて見直すこと。 

（４）施設入所と地域移行について 
 
○ 平成 23年度末までに、施設入所者の約 1割に当たる８７４人
の地域移行を進める計画である。 
○ 都では、国の自活訓練事業への積極的な取り組みを事業者に
促すとともに、大都市の特性を踏まえ、施設外訓練を行う場合
の借家料や、訓練を延長して実施するための経費の補助を行っ
ている。 
○ 同時に、地域移行後の生活を支援するため、グループホーム

 
 
○ 旧法知的障害者入所更生施設では、自活訓練加算による加算
給付を受け、地域移行に向けた取り組みを進めてきたが、障害
者自立支援法では、地域移行に向けて一定期間集中的に訓練を
行うしくみがないため、地域移行に向けた取り組みの停滞が懸
念される。 
○ 長年利用してきた施設のサポートを受けながら地域移行する
ために、施設近くでの地域生活を望んでも、介護保険や各種サ

 
 
○ 障害者自立支援法において、旧法知的障害者入所更生施設で
の「自活訓練」と同様、短期間に手厚い体制をとり、集中的に
地域移行を進めることができるしくみを構築する。 
○ 施設のある自治体に対し、地域の障害者計画に他自治体が実
施機関となっている利用者が利用するサービスを位置付けるこ
とを要件に、一定の助成を行う。 
○ 地域生活移行や移行後の生活を支援する組織・人員を地域ご
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

やケアホームなどの住まいの場や、日中活動サービスの場の整
備を進めている。 
○ 地域移行後の経済的な支援として、グループホーム利用者に
対する家賃助成、独自手当の給付などの支援を都単独で行って
いる。 
○ グループホーム･ケアホームの整備補助を行うとともに、運営
費を都単独で助成している。 

ービス等の負担増を懸念する地元自治体の理解が得にくく、地
域移行が進まない面がある。 
○ 入所施設に対する家族の安心感・期待感は大きく、地域生活
移行を進めるためには、家族支援を含めたしくみを作り、必要
な人員を配置することが必要であるが、各施設や区市町村の相
談支援機関での配置は難しい。（都単位では、人口規模が大きす
ぎ、地域と連携した体制がとりにくい。） 
○ 地域移行後は、家賃等の負担が自己負担となるため、施設入
所時に比べ支出も増えるため、本人収入だけでは生活が困難で
ある。 

とに配置し、きめ細かな支援や対応ができる体制を作る。 
○ 障害者年金等による障害者の経済的基盤の拡充を図るととも
に、在宅生活者と入所施設生活者の負担の一層の均衡を図り、
経済面から安心して地域移行が進められるしくみを作る。 
○ 平成 20年度より、グループホーム等の整備（創設、改修等）
が国庫補助対象とされたが、前年度協議であることなど、協議
内容、スケジュールにグループホーム等の整備の実情に適さな
い面があるため、必要な改正を行う。 

 

（５）精神障害者支援施策について 
〈現 状〉 
○ 手帳の交付を受けた者に対して各種の保健福祉支援を提供し
やすくし、精神障害者の自立と社会参加の促進を図ることを目
的として、一定の精神障害の状態にある者に対して精神障害者
保健福祉手帳を発行している。 
  なお、平成１８年度末現在、精神障害者保健福祉手帳の所持
者数は４０，１２３人である。 
〈取 組〉 
○ 平成１９年４月より、（写真貼付された）手帳を提示すること
により都内路線バス運賃を半額とする運賃割引制度が適用され
ることとなった（東京バス協会の協力）。 
○ 手帳所持者に対して都営交通乗車証（都電・都バス・都営地
下鉄）を発行しているが、現行の発行手数料 1,000 円が平成 20
年度より無料になる予定である。 
○ 精神科病院に入院している精神障害者のうち、症状が安定し
ており、受入条件が整えば退院可能である方の退院を促進する
ため、精神科病院との退院調整を行い、入院中のグループホー
ム体験入居や精神科訪問看護推進事業などの取組により、地域
生活への移行を支援している。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 身体障害者・知的障害者の手帳所持者に対しては、ＪＲ等公
共交通機関及び有料道路料金の割引制度並びにＮＨＫ放送受信
料の免除等の各種福祉サービスがあるが、精神障害者に対して
は未だ実現されていない。 
これまでも、関東鉄道協会、東日本旅客鉄道株式会社及び日
本放送協会へ協力を依頼している。 

 
○ 国・都道府県において退院促進の取組をしているにもかかわ
らず、10年・20年と非常に長期にわたり精神科入院が継続して
いる精神障害者の退院・地域移行は進んでいない。 
  また、高齢化によるＡＤＬ低下など退院阻害要因が拡大して
いる。 

 
 
 
 
 
 
○ 精神障害者に対する各種福祉施策の充実を図ることを提案す
る（ＪＲ等公共交通機関及び有料道路料金の割引制度並びにＮ
ＨＫ放送受信料の免除、自動車税・軽自動車税及び自動車取得
税の減税対象範囲の拡大、青い鳥郵便葉書の配布等）。 

 
＜参考＞ 
「障害者基本法」においては、精神障害について他の障害と
区別なく取り扱われているほか、「高齢者、障害者等の移動等の
円滑化の促進に関する法律」においては、精神障害者を含む全
ての障害者が法の対象となることを明示的に示している。 

 
○ 超長期精神科入院患者が退院・地域移行を可能にするため、
特例措置（高齢者施設などの施設利用に際して優遇するなど）
を講じることを提案する。 

２．就労支援について 
＜現 状＞ 
○ 平成１９年における東京の障害者雇用率は１．４６％であり、年々改
善は見られるものの、法定雇用率（１．８％）及び全国平均雇用率
（１．５５％）を下回っている。 
○ 都内ハローワークにおける１８年度の新規求職者は、５年前の１３年
度に比べて２１．６％の増、なかでも精神障害者が２８７．１％と急増し
ている。 
○ こうした中、平成１８年１２月に発表した長期構想「１０年後の東京」
で、今後１０年間で東京の障害者雇用を３万人以上増加していくこと
とした。 
○ その方策の一つとして、企業・経済団体、庁内関係各局、東京労
働局、就労支援事業者等の関係機関の連携を強化するための「東京
都障害者就労支援協議会」（座長：今野浩一郎学習院大学教授）を
平成１９年度に立ち上げ、福祉・労働・教育等の施策を一体的に進め
ることとした。 
＜取 組＞ 
○ 協議会の実施状況（３ヶ月に１回程度開催） 
（第１回）平成１９年１０月 企業における雇用促進 ※実施済 
（第２回）平成２０年 １月 企業における雇用促進 ※実施済 
（第３回）平成２０年 ５月 就労支援体制の強化（実施予定） 

 
 
○ これまで障害者就労支援施策は、福祉･産労・教育の各局がそれ
ぞれ取り組みをしてきたが、障害者が就職し働き続けるには、養護学
校、福祉施設、職業訓練機関、トライアル雇用等の制度が一体的に
提供されることが必要であり、就職後の定着支援や生活支援に至る
まで、地域の関係機関が連携を強化していくことが重要である。 
 
  
 

 
 
○ 各分野の連携やネットワークの形成により、地域における就
労支援力を高めていくことが重要であることから、ハローワー
クを中心とした、地域の関係機関との連携による「チーム支援」
の充実強化等、関係機関の連携強化につながる施策の推進を図
られたい。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

○ 区市町村障害者就労支援事業の実施 
  身近な地域で就労支援と生活支援を一体的に提供する「区市町村
就労支援事業」を平成１５年度より実施し、現在３７区市に設置してい
る。 
３．その他障害者支援策について 
（１）障害児のサービス体系について 
＜現状＞ 
○ 障害者自立支援法施行に伴い、障害児施設の利用形態が措置
から原則契約へと移行された。（平成 19 年 4 月現在、契約 2,849
名（93.4%）、措置 202 名（6.6%）） 
○ 措置による利用の時代は、利用者負担が 20 以上に区分されて
いたが、契約制度導入により 3～4区分となり、軽減を求める声
が強い。 
○ 月額払いの措置から、日額方式の契約への移行や、報酬単価
の減少により、収入減による施設経営への影響や、医師、看護
師等の専門職の人材確保が困難な状況にある。 
○ 重症心身障害児施設では、入所待機者が 611 人（平成 18 年度
末）に対して、新規入所募集は年間 10 床程度であり、在宅の超
重症児や、病院の長期入院児（者）の受け入れが困難となって
いる。短期入所事業においても、看護師不足等の影響により稼
働率が低下している。 
また、通所事業では、超（準）重症児が定員の 50％を超えて
いる。 
○ 東京都では、学齢期の障害児の放課後活動を支援する事業（実
施主体：区市町村）に対する単独補助事業を実施している。 
 
＜取組＞ 
○ 施設運営に関しては、サービス水準の向上を図るため、都単
独の運営費補助を行っている。 

 
 
 
○ 東京都では、国の示す基準に基づき、原則、契約制度に移行
しているが、同基準での判断に幅があり、県によって措置率に
開きがあると指摘されている。 
○ 障害児の、将来にわたり社会生活を営む基礎を築くために必
要な療育の提供に対し、保護者に大きな負担を強いるのは適当
ではない。 
○ 重症心身障害児施設の施設基準は、医療職の配置について明
確な規定がなく、医療及び福祉人材の不足により、濃厚な医療
的ケアの必要な重症心身障害児（者）を受け入れられない施設
が多く、短期入所事業においても、縮小を余儀なくされている。
 また、通所事業においても超重症児の支援策が必要である。
 
 
 
 
 
○ 国では、就学児童の放課後支援については、主に地域生活支
援事業の日中一時支援事業において実施することとしている
が、地域生活支援事業は統合補助金であるため、事業を推進し
ていくことが困難である。 

 
 
 
○ 早急に障害児のサービス体系等を示し、広範な議論を踏まえ
た上で実施する。 
○ 措置の判断基準については、より明確なものとする。 
○ 利用者の利益となる日額方式は堅持しつつ、早急に施設経営
実態を調査し、物価の影響等も考慮し、大都市圏における施設
経営に対する一定の配慮を含め、報酬単価や仕組みの見直しを
図る。 
○ 超重症児（者）の受け入れ可能な重症心身障害児施設の基準
を明確化するとともに、障害児施設給付費での評価及び超重症
児加算の更なる増額など、施設の体系的な整備充実を図る。 
○ 診療報酬上、在宅の超重症児（者）の長時間訪問看護や受診・
入退院等の移動支援を評価する仕組みを作る。 
○ 病院における短期入所事業の介護給付費を増額する。 
○ 重症心身障害児通園事業を法内化するとともに医療職配置の
加算措置を行う。 
 
○ 小・中・高校の学齢期の障害児童の放課後や長期休業期間の
日中活動を支える事業として、運営に必要・十分な報酬単価を
設定した上で、新たな類型の児童デイサービス又は、新規の訓
練等給付事業を障害者自立支援法に位置づけること。 

（２）発達障害者支援施策について 
○ 発達障害児（者）及びその家族に対する支援を総合的に行う
拠点として、発達障害者支援センターを運営している。相談・
発達・就労支援や関係機関に対する普及啓発・研修などを行い、
発達障害児（者）の地域生活をサポートしている。 
＜参考 平成 18年度実績＞  
相談支援 延 1,565件、発達支援 延 113件 
就労支援 延 259件、普及啓発 42件、研修事業 54件   
○ 発達障害児（者）の乳幼児期から成人期までの一貫した支援
体制の整備に向けたモデル事業を実施している。 

 
○ 発達障害者支援センターにおいて、発達障害児（者）及びそ
の家族からの相談に適切に対応するためには、現行の国の補助
基準である「心理職等４名」の職員では不十分である。 
  相談担当職員の増配置や、精神科医等による医療的見地から
の支援が必要不可欠である。  

 
○ 発達障害者支援センターに精神科医を配置し、相談体制を充
実するなど、発達障害児（者）への支援を拡充することを提案
する。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 
〈現状〉 
○ 平成 18 年 4 月から原則 1 割の利用者負担が導入されたが、関
係者からの不満の声があったため、国では特別対策として、利
用者負担の軽減策を実施した（平成 19～20 年度）。 
〈取組〉 
○ 県としては、国の特別対策では不十分と考え、県単独で緊急対
策を実施し、国の特別対策後の負担額を更に軽減している。 
（平成 19～20 年度） 

 
 
 
○ 利用者負担の軽減については、特別対策等が、20 年度までの
時限的措置であるため、障害者が必要なサービスを継続して利
用できるよう配慮していく必要がある。 
○ 制度が複雑であるため、利用者に分かりづらく事業者の事務
負担も大きい。 
                   

 
 
 
○ 国の特別対策による負担軽減措置は不十分かつ時限的である
ので、平成 21 年度以降の利用者負担の見直しにあたっては、負
担軽減措置がさらに拡充されるとともに、時限的な措置ではな
く恒久的な制度とするよう提案する。 
○ 負担軽減措置を簡素化し、利用者に分かりやすい仕組みにす
るよう提案する。 
 

（２）事業者の経営基盤強化について 
〈現状〉 
○  「日割り化」（１日単位の利用実績）の導入により、事業所
の収入が新法施行前に比べ、減収となった事業所等が増加し
ている。 
○  国の「特別対策」により、激変緩和措置として、従前収入の
９割の保障を実施するとともに、燃料費等の増加への支援が行
われている。 
＜取組＞ 
○ 県では、県単独で緊急対策を実施し、小規模のグループホー
ム等の運営安定化のため、運営費の減少分などを助成している。 
 

 
○ 事業者収入の減少により、サービスの質および必要な人材の確
保、経営の安定化に支障を来たしている。 

 
・ 小規模のグループホーム等では、世話人や夜間支援員な 
どの人員配置が不十分な状況であり、利用者への適切な支 
援が図られていない。 
・ 民間機関の調査によれば、産業全体の所定内賃金（33万 
円/月）に比べ、介護労働者の所定内賃金（22.2万円/月）は 
約 10万円少ないとのことであり、介護職員の給与が低く、 
職員の確保が困難との意見がある。 
※(財)介護労働安定センター「平成 18年度介護労働実態調査」 

 

 
○ サービスの質および必要な人材、安定的経営が確保できるよ
う、経営環境等を踏まえた報酬単価等の改定を行うことを提案
する。  

 

（３）障害者区分認定について 
〈現状〉 
○ 障害程度区分は、介護給付の必要度を表す 6 段階の区分とな
っており、障害程度区分により必要なサービスや支援が受けら
れることになる。その認定は、106 項目の調査を行い審査会の
判定を踏まえて市町村が行うこととなっている。 

 

 
 
○ 障害程度区分の認定については、身体障害者に偏った調査項
目や判断基準であり、知的障害や精神障害の特性を十分に反映
していないという指摘がある（日本知的障害者福祉協会など）。

 
 
○ 障害種別の特性を十分反映した障害程度区分認定が行われる
よう、調査項目及び判定基準について実態にあった見直しを提
案する。 

 

（４）施設入所と地域移行について 
〈現状〉 
○ 県内の入所施設や市町村は、現入所者のうち、地域生活に移
行可能な者をリストアップし、具体的な検討を進めている状況
にある。 

 
〈取組〉 
○ 県としても、関係機関が連携して検討を進められるよう、連
絡調整会議等を開催し支援している。  

 
○ 本人や家族の同意を得て、地域における支援形態を検討して
も、実際に生活する地域での受け皿としてのグループホーム等
が不足している。 

 
○ グループホーム等の利用が制度上認められていない身体障害
者については、地域移行後の住まいの場の確保が深刻な問題と
なっている。 

 

 
○ グループホーム等を増加させるために報酬単価の増額を提案
する。 

 
自立支援法の理念である地域での自立した生活を促進する 
ためには、グループホーム等における支援が不可欠であるに 
もかかわらず、現状の単価では、事業者はグループホーム等 
を新たに設置することが難しい状況にある。 

 
○ 身体障害者についても、グループホーム等を利用できるよう
にすることを提案する。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

（５）精神障害者支援施策について 
<現状>  
○ 精神障害者については、精神科病院での入院処遇が中心であ
り、地域における福祉面での対応が遅れている傾向にある。 
  
<取組> 
○ 県障害福祉計画に基づき、受入れ条件が整えば精神科病院か
らの退院が可能な精神障害者の地域移行に取り組んでいる。 
 

 
○  入院中の精神障害者の退院促進については、精神科病院との
連携が不可欠であるが、病院側の理解が不十分である。 
 
○ グループホームなど、退院後の受け皿となる地域の社会的資
源が不足している。 

 
○ 精神障害者に対する差別や偏見が、住まいの確保等精神障害
者が地域生活を送る上での障害となっている。 

 
○ 精神障害者の退院促進を円滑に推進するために、国として、
日本精神科病院協会へ協力の要請を提案する。 
 
○ グループホーム等の受け皿が不足する中、現状の単価では、
新たに施設を設置し運営していく事業者がいない。受入れ施設
の増加を促すためには、報酬単価の増額を提案する。 

２．就労支援について 
〈現状〉 
○ 県内の授産施設等における工賃水準は、１８年度実績で本県
は 11,126 円（全国平均値 12,222 円）であり、障害者が自立し
た生活を営むためにも工賃水準の向上が必要な状況にある。 
 
〈取組〉 
○ １９年度から、県内の福祉施設等を対象とした群馬県工賃倍
増支援事業を展開している。 
○ １７年度から県単独事業として、県内の授産施設等の製品購
入や役務の提供を活用するために、部局横断的に取り組んでい
る。 

 
 
○ 官公需の確保・拡大について、普及啓発を実施しているが、
限られた予算の範囲内での物品購入や役務の提供のための発注
をしていることから、競争力の弱い福祉施設等への発注には限
度がある。 

 
 
 
 

 
 
○ 障害者施設等への発注促進のための支援策の構築を提案す
る。 
 (提案例) 
・地方公共団体が障害者施設等へ発注した場合、その実績が地
方交付税の算定に反映される等、地方公共団体の取組が評価さ
れる仕組みの構築。 

 
 

３．その他障害者支援策について 
（１）障害児のサービス体系について 
〈現状〉 
○ 児童施設については県が、在宅サービスについては市町村が
実施主体となっている。 
 

 
 
 
○ ２１年度を目途に実施主体のあり方を検討することとなって
いるが、未だ、国からの方向性は示されていない。 

 

 
 
 
○ 国による実施主体等のあり方検討にあたっては、関係機関へ
の意見聴取等、慎重な検討と十分な準備を行うことを提案する。

（２）発達障害者支援施策について 
<現状>  
○ 発達障害者が利用できる適切な福祉サービスがなく、地域で
生活する上で支援が十分に受けられない状況にある。 
  
<取組> 
○ 発達障害者支援センターでの相談・支援 
○ 発達障害者支援に関わる専門職員の研修会開催 
 

 
○  発達障害者が必要とする適切な福祉サービスが法的に位置
づけられていない。 
 
○ 発達障害者支援に関わる専門的技術を持った人材が不足して
いる。 

 

 
○ 障害者自立支援法の対象に発達障害者を位置づけ、障害特性
に応じた障害福祉サービスが受けられるよう、新しいサービス
の創設や、既存のサービスの活用ができる法整備を行うことを
提案する。 
 
○ 発達障害に関し、専門職員（医師、保健師、保育士、教員等）
の養成システムの確立を提案する。 

（３）ひきこもり関連施策について 
<現状>  
○ 家族等からの相談に対応する以外に、具体的な支援策が講じ
られない状況である。 
  
<取組> 
○ こころの健康センター等による相談、ひきこもり家族教室の
開催 

 
○ 現状では、ひきこもりの実態把握が困難であり、適正な対応
ができない。 
 
 

 
○ 国において、ひきこもりに関する全国的な実態調査を実施し、
それに基づく総合的な対策の検討を提案する。 
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【テーマ】今後の障害者支援のあり方 ポイントペーパー                                       都道府県名 埼 玉  県  

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 
〈現 状〉 H18.4～ 法施行（一割負担） 

H19.4～ 特別対策の実施（４分の１に軽減） 
H20.7～ 緊急措置の実施（約８分の１に軽減） 

 

 

 

○ 平成１８年４月の法施行から毎年制度が変わり、利用者が混乱
している。 
 

 

 
○ 利用者のことを第一に考え、安定したわかりやすい制度とす
ること。 

（２）事業者の経営基盤強化について 
〈現 状〉 
○ 障害者自立支援法施行後（平成１８年度当初）における１施設
あたりの月額収入は法施行前と比べて９２．９％に減少した。 
○ その後、特別対策の実施により、平均月額収入は９９．６％
まで改善した。 
 

 

 

○ 平成１９年度の特別対策で経営基盤強化に一定の効果が認めら
れるが、依然として施設職員の確保が困難な状況である。 
 

 

 
○ 平成２０年度から実施する緊急措置の効果を検証して、平成
２１年度の制度改正に反映すること。また、事業者への報酬が
職員の待遇に反映する仕組みについて検討すること。 

（３）障害者区分認定について 
〈現 状〉 
○ 埼玉県では、H19.4.1現在の認定状況で４０．１％が上位に変
更されており、中でも知的障害者は５０．４％、精神障害者で
は５７．６％が上位変更されている。 
〈取 組〉 
○ 障害程度区分が適正に認定されるよう、調査にあたる調査員
や市町村審査委員への研修等を実施している。 
 

 

 

○ 心身の状況に関する１０６項目の調査に基づき、コンピュータにより
判定される一次判定が身体状況など介護の必要度に重点を置いている
ため、障害者の状況を正しく反映できていない。 
○ 行政が二次判定で一次判定を補う仕組みは維持すべきだが、障害程度
区分は、本来、全国統一基準である一次判定結果でほとんどのケースが
決定されるべきである。 
 

 

 

○ 認定方法について、障害者の支援の必要度を的確に判定する
仕組みとなるよう改善すること。 
○ 障害程度区分見直しに関する検討状況等全容を早急に明ら
かにするとともに、今後のスケジュール等についても早期に示
し、円滑な施行に向け、自治体の意見を聴取すること。 
 

（４）施設入所と地域移行について 

〈現 状〉 
○ 当県では、障害者入所施設から地域生活へ移行する人の割合
を平成１７年度定員（5,220 人）の１０％と設定している。 
 平成１８年度の実績は１１１人である。 
○ 地域移行後の住まいの場であるグループホーム等について
は、障害者自立支援法の施行後、増加傾向にあるが、利用対象
者は知的障害者・精神障害者に限られている。 
〈取 組〉 
○ 身体障害者に対しては、県独自で「生活ホーム事業」を実施
し、地域における住まいの場を提供している。 

 

 
○ 地域生活への移行を進めるためには、地域における受け皿の整
備が不可欠である。 
○ 国の制度であるグループホーム等の対象者に身体障害者が含
まれていない（三障害共通の制度となっていない）。 
○ 障害者自立支援法の抜本的見直しに向けた緊急措置が示され、
平成２０年度からグループホーム等に対する施設整備費が認めら
れているが、補助採択数が都道府県当たり１か所と極めて少ない。

 

 

○ 地域における重要な受け皿となるグループホーム等の整備

が進むよう、以下の点に留意すること。 
・ グループホーム等の対象者に身体障害者を加えること。 
・ グループホーム等を対象とした施設整備費補助を拡充する 
こと。 
・ 安心・安定したサービスが継続して提供できるようグループ
ホーム等に対する報酬基準を見直すこと。 
 

（５）精神障害者支援施策について 
〈現 状〉 
○ ３障害の一元化が基本理念だが、自立支援医療などにおいて
意見書料が徴収されるなど、他の２障害に比べて格差がある。 
○ 精神障害に対する偏見や差別があり、精神障害者の自立を阻
んでいる。 
〈取 組〉 
○ 偏見や差別をなくすために、精神障害者本人による一般県民
に向けての講演会を実施している。 
 

 

 

○ ３障害一元化というものの、他障害に比べて受けられるサービ
スに大きな差があるとの印象が強い。 
○ 精神障害者が、就労や社会参加をしようとしても、一般の方々
からの偏見や差別に阻まれ自立が困難である。 
○ そのため経済的基盤が弱く、社会参加活動を行おうと外出する
こと自体ができないという悪循環に陥っている。 
 

 

 

○ ３障害一元化の観点から、精神障害者の自立及び社会参加を
促進するため、身体障害者や知的障害者と同等の支援策を講じ
ること。 
・ 特に、精神障害者の自立、社会参加の拡大に大きな効果が期
待できるＪＲやバスなどの公共交通機関の減免制度を、他の障
害者手帳所持者と同様とする。 
 

２．就労支援について 

〈現状と取組〉 
○ 障害者の就労については、その職場定着を図る必要がある。
現在の支援体制については、就労移行支援事業の場合、就職後、
６か月間は元の福祉施設の支援が規定されているが、その財政
的裏付けはない。 

 

 

○ 障害者の職場定着については、就職後６か月程度の支援では、
支援期間としては不十分である。その福祉施設による支援期間を
延長するとともに、その人件費相当額の財政的裏付けが必要であ
る。 

 

 

○ 障害者の就職後、元の福祉施設職員が職場定着のための支援
を行う場合には、その支援期間を３年程度に延長する。また、
その人件費相当額を自立支援報酬として創設すること。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

  このため、本県では平成２０年度から県単独事業として、そ

の定着にかかる補助制度を創設したところである。 
○ 埼玉県内の障害者雇用率（H19.6.1 現在 厚生労働省発表） 
 ・実雇用率  １．４６％（対前年増減 ＋０．０１ポイント） 
○ 障害者雇用サポートセンター及び障害者社会復帰・訓練支援
センターを中心に企業に関する情報と障害者に関する情報を相
互に提供し合い、連携して障害者の就労支援に取り組んでいる。 
○ 国の事業は実施主体（事業者支援の主体）を都道府県として
おり、市町村を想定していない。 
 

 

 
○ 「福祉から雇用へ」を推進するためには、障害者が安心して、
福祉施設等から一般就労できるよう、仕組みを構築していく必要
がある。 
○ 行政として事業者に対する総合的な支援を推進するには、都道
府県だけでなく市町村の支援も必要である。 
 

 
 
○ 就労移行に取り組む事業者への施設経営支援や人材育成支
援などの総合的な支援策を講じること。 
 
○ 市町村が工賃倍増計画を策定したり、工賃引き上げ計画に取
り組む事業者を支援できるよう、工賃倍増計画支援事業の実施
主体として市町村を位置付けること。 
 

３．その他障害者支援策について 
（１）障害児のサービス体系について 
〈在宅施策の現状〉 
○ 重症心身障害児を対象として短期入所サービスを提供する事
業所は、6か所（ベッド数：15 床）。その内、人工呼吸器を装
着した障害児が利用可能な事業所は、２か所(ベッド数：6床)。 
〈取 組〉 
○ 平成 20 年 1 月に医療的ケアを必要する重症心身障害児の地域
生活支援策の現状と今後の方向性等を話し合う「重症心身障害児
施設・関係機関連絡会議（第１回）」を開催。 
 

 
○ 重症心身障害児に対する地域生活支援策（短期入所サービス）
が不足している。 
  特に、人工呼吸器等を装着した障害児に対してサービス提供 
できる事業所が少ない。 
○ 重症心身障害児に対する短期入所サービスの報酬基準が低く、
事業所の指定が困難である。 
○ 国においてはＮＩＣＵに長期入院している児童を在宅生活など
に移行を進める考えを示しているが、受け皿となる地域資源が不
足している現状では、そのような対応は困難である。 
 

 
○ 重症心身障害児、とりわけ医療的ケアが必要な児童とその家
族が安心して地域生活を送ることができるよう、現在の短期入
所の報酬基準を見直すこと。 

 
 

 

 

〈障害児施設における現状〉 
○現状の障害児施設体系においては、 
・ 知的障害児施設では強度行動障害を伴う児童を受け入れるこ
とが困難であり、「動く重症児」として重症心身障害児施設が
強度行動障害児を受け入れている。 
・ 虐待による施設入所児に対し、１年間の被虐待児加算しか認
められておらず、職員配置基準や報酬等の措置が不十分である。 

 
 
・ 重症心身障害児施設以外では、強度行動障害児を多数受け入れ
ることが困難である。 

 
・ 情緒面のケアを行う職員を長期にわたり配置するなど、被虐待
児に必要な対応を充分にとることができない。 

 
 
○ 障害児施設の施設体系見直しにおいて、以下の点に留意する
こと。 
・ 強度行動障害を伴う「動く重症児」が障害児施設を利用で
きる施設種別を設けること。 
・ 虐待による施設入所児に対するサービス種別を定めること。
 

（２）発達障害者支援施策について 
〈現 状〉 
○ これまでの障害者福祉施策においては､身体障害、知的障害、
精神障害の３障害に分類されており、発達障害は障害者福祉施
策の狭間に置かれている。 
○ 発達障害者のうち療育手帳、精神障害者保健福祉手帳に該当
する人は、各種福祉サービスの提供がされている。 
 

 

 

○ 知的障害を伴わない発達障害のある人は、療育手帳が非該当と
なってしまう。見た目では、障害があると分からないために周囲
の理解・必要な支援が受けられず、不適切な対応を受けることが
多く、自立の大きな阻害要因となっている。 
 

 

○ 障害者自立支援法においても、発達障害のある人に必要な支
援が提供されるよう、発達障害の特性に配慮した障害程度区分
認定を行うこと。 
○ 発達障害者が必要な支援をスムーズに受けられるようにす
るため、障害の特性や留意すべき事項等を記載したもの（サポ
ート手帳等）を制度化すること。 
 

（３）ひきこもり関連施策について 
〈現 状〉 
○ ひきこもりは、問題として顕在化しづらいため、総数を把握
することが困難である。 
〈取 組〉 
○ 県保健所、精神保健福祉センターでひきこもり専門相談を実
施。 
○ サポート事業をＮＰＯ法人 全国引きこもりＫＨＪ親の会に
委託して実施し、ひきこもり家庭を訪問し、悩みを共有しなが
ら外出援助等を行う。 
○ ひきこもり当事者が気軽に集える「集いの場」の運営を補助。 
○ 家族や当事者に対して、支援を行うため家族教室、講演会等
を開催。 

 

 
○ ひきこもり対策に関わる関係機関、団体はそれぞれ個別に取り
組んでいるので、相互の連携や協力体制が必要である。 
 
○ ひきこもり対策についての国の根拠規定（法令、要綱等）が 
 未整備であるため、県単独事業で実施している。 
 

 

 

 
○ ひきこもりについて、根拠法令を整備し、国レベルでの取組
を進めること。 
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【テーマ】今後の障害者支援のあり方 ポイントペーパー                                       都道府県名 千 葉  県  

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 

○利用者負担（定率１割負担、食費・光熱水費）の導入により、制度施行当初は、「サー

ビス利用を差し控えなければならなくなった」との声が現場から多く聞かれたが、そ

の後、平成１９年４月に実施された国の特別対策の浸透により、こうした声は沈静化

している状況。 
○利用者負担を理由としてサービス利用の中止・抑制をした者の数を見ても、制度施行

当初と比較すると、かなり減少している状況にある。 
 

○現行の利用者負担の仕組みは、各種の負担軽減措置の実施に

より、複雑で分かりにくくなっている。 
○現場からは、利用者負担の問題は、利用者の収入・所得の保

障と表裏一体の問題であり、所得保障全体の議論の中で利用

者負担の在り方を再考すべきとの声が強い。 

 

○特別対策及び緊急措置について、恒久的な

制度とするべきである。 
○その際、現行の負担軽減措置をできる限り

簡素化し、利用者にとって分かりやすい仕

組みとなるように工夫するべきである。 
○障害者の所得保障の問題について、就労支

援策や工賃向上策に併せ、障害年金の引上

げ等の措置を検討するべきである。 
 

（２）事業者の経営基盤強化について 

○グループホームや入所、通所施設におけるサービスについて、報酬単価の減額や、「月

額払い方式」から「日額払い方式」への変更により、事業所の収入が法施行前と比較

して減収した事業所が多く存在する状況にある。 
 

○報酬単価の引下げにより、障害者を支える人材確保が困難な

状況となっており、むしろ現場では福祉から人材が流出する

危機的な状況にある。 
○報酬の日払い方式への変更は、特に、病状等により、常時日

中活動サービスを利用することが困難な場合が多い精神障害

者の事業所の運営に大きな影響を与えている。 
 

○報酬単価について、他業種における平均給

与等とのバランスも考慮した上で、全体的

な報酬額の引上げを行うべきである。 
○事業所の訪問等の支援活動を一定の範囲内

で報酬の対象として位置付けるべきであ

る。 
 

（３）障害者区分認定について 

○障害程度区分認定の１次判定から２次判定において、特に、知的障害や精神障害の上

位区分への変更率が高くなっている。（全国と同様の傾向） 
○２次判定における変更率は、市町村ごと、或いは、市町村内の審査会ごとで、差が生

じている状況にある。 

○現場からは、知的障害や精神障害について、これらの障害特

性を踏まえた判定となるよう１次判定の精度を向上すべきと

いった声や、２次判定における市町村間・審査会間での判定

の平準化を求める声が強く聞かれる。 
○現在は障害程度区分によって利用することができるサービス

に制限がかけられているが、本人や家族の置かれている環境

や意思、サービス利用の必要性について考慮することなく利

用できるサービスが認定結果のみから決められることについ

ては、現場からの抵抗感が強くある。 

○１次判定の精度向上を行うとともに、２次

判定において、市町村間の平準化を図るた

めの事例集を作成し、各市町村に提供する

ことが必要である。 
○障害程度区分認定による利用できるサービ

スの制限を見直し、サービス利用について

は、相談支援（ケアマネジメント）により

決定する仕組みとするべきである。 
 

（４）施設入所と地域移行について 

＜現 状＞ 

○県内の入所施設の定員数は約５，０００人であるが、どの施設もほぼ満床状況にあり、

また、入所施設の利用待機者数が身体障害で約３００人、知的障害で約３２０人と、

依然として利用者の入所施設指向は根強い。 
○入所施設によっては、保護者の寄付金で創設されたところも多く、そのような入所施

設の親にとって地域移行はなかなか受け容れられないという実態がある。 
○障害に対する誤解や偏見、無理解による差別は依然として根強い。 
 

○地域生活支援という視点で入所施設がどのような役割を果た

すべきなのかが、現行の制度運営上不明確となっており、入

所施設の運営者が進むべき道筋が見えないか、或いは、見え

ても経営上進めない状況にある。 
○地域における相談支援体制や社会資源の整備が十分でなく、

入所者や親に地域生活では誰が中心となって、どのような支

援が行われるのかが見えにくい状況にある。 
 

○地域に依然として根強い障害者への差別問

題に正面から対応するための法律の制定を

検討するべきである。 
○入所施設が少なくとも当面果たすべき役割

を明確にした上で、その役割が十分に発揮

できるような基準・報酬上の仕組みを検討

するべきである。 
○入所者やその親が、地域での生活に安心感

を持てるような、相談支援体制や社会資源

整備の充実を図ることが必要である。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

＜千葉県の取組＞ 

○差別の問題に正面から取り組むため、障害のある人もない人もともに暮らしやすい千

葉県づくり条例に基づき、相談活動を実施。 
○グループホームやケアホームの運営を助成。平成２０年度からは、県単の施設職員設

置費補助金を削減して、グループホーム等の助成をより充実させる予定。 
○平成２０年度から、施設入所者がグループホーム等の地域の居住の場や通所施設等の

日中活動の場を一定期間体験利用することができる地域生活体験事業を実施予定。 
 

  

（５）精神障害者支援施策について（精神障害者の退院促進） 

＜現 状＞ 

【精神科入院患者の状況】 
○県内の精神科入院患者数は、約１２，０００人であり、概ね横ばいの状況。 
○入院患者の年齢構成は、約５割が４０～６５歳、約４割が６５歳以上。入院期間は、

約７割が１年以上、約４割が５年以上となっている。また、５年以上の入院期間があ

る患者の中で、６５歳以上である者は約２５％。 
 
【退院に向けた意識の状況】 
○入院患者の退院に向けた意欲は高い。（県の調査では約７割が前向き） 
○患者家族は、家族である患者の退院に対しては否定的。（県の調査では約６割が否定的）

○医療機関は、退院促進を積極的に進めるという体制環境にはなく、病院内の問題意識

のある医師、看護師などのパーソナリティーに頼っているという状況にある。 
○地域の関係機関は、患者が入院した後は、医療機関に任せきりの状況にあり、継続的

な関わりが絶たれてしまっている状況にある。 
○地域住民の精神障害に対する誤解や偏見は相当に根強い。 
 
＜千葉県の取組＞ 

○県内の３圏域において、院内における退院訓練から退院後の地域生活定着までの支援

を行う退院促進支援事業を実施。（平成２０年度から県内６圏域に拡大予定） 
○県内の２つの病院において、退院経験者が病院を訪問し、院内患者と交流を図ること

で、退院後の生活のイメージを持ってもらうための病院訪問モデル事業を実施。 
○米国のマディソン市での取組をマディソンモデル事業として実施し、地域における医

療・福祉の包括的なサポートシステムの構築を検証。 
 

○現行の診療報酬体系は、医療機関に本来的に期待される機能

（急性期における治療や地域生活を送る上での医療的なケ

ア）が発揮しにくくなっており、医療機関が経営的な観点か

ら退院促進を進めたがらない構造的な問題がある。 
○退院促進事業の展開により、退院までの相談支援の充実を図

ることは一定程度可能であるが、その後の地域生活を送る上

での相談支援体制が十分でない。また、障害者自立支援法に

おいては、その役割は市町村に位置付けられており、市町村

間で財政力や問題意識の違い等による格差が生じてしまって

いる状況にある。 
○精神障害者が地域生活を送る上での絶対的な社会資源不足の

状況にあり、また、社会資源を整備しようにも、精神障害に

対する差別や偏見の問題もあってなかなか進まない状況にあ

る。 
 

○精神科病院の機能として、急性期への治療

体制の充実を図るため、現在の診療報酬上

の精神科特例を廃止し、一般病床なみの（あ

るいはそれ以上の）体制を基準・報酬上位

置付けることが必要である。（その上で、長

期入院に対する診療報酬については、更に

引下げを行う必要がある。） 
○また、精神障害者が地域生活を送る上での

医療的ケアの在り方を早急に検討し、その

上で、精神科訪問看護等のサービスの充実

を図ることが必要である。 
○退院促進からの流れを踏まえ、市町村任せ

とするのではなく、都道府県の関与の在り

方も含めて、改めて検討を行う必要がある。

 

２．就労支援について 

＜現 状＞ 

○「障害者就業・生活支援センター」については、都道府県知事が指定することになっ

ているが、現状は厚生労働省が事業者を選定している。 

○「障害者就業・生活支援センター」では、就職者が増えるにしたがって、継続就労支

援に係る業務量が増大している。 

○企業の視点から障害のある人の「就労」を支援できる人材が不足している。 

○障害者就業・生活支援センターについては、以下の問題点が

ある。 

①障害者就業・生活支援センターの指定に当たっては、知事

が指定することされているが、現状は、厚生労働省が選定

した事業者を知事が指定しており、地域の実情を踏まえた

指定が困難となっている。 

○障害者就業・生活支援センターの指定にあ

たっては地域の実情を把握している都道府

県に権限を移譲してほしい。 

○今後も増え続ける業務量に対応できる職員

配置と予算措置を要望するとともに、本県

で実施している「企業支援員（障害者雇用
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

 

＜千葉県の取組＞ 
○企業支援員を障害者就業・生活支援センターに配置し、企業における継続的な雇用を

支援 
○就労移行支援事業所等の職員に対し、特例子会社等での研修を実施し、施設に企業の

視点から質の高い支援ができる人材を育成 
○県庁内で知的障害者等を雇用し、障害者雇用のノウハウを市町村等に発信 
 

②県内の障害者就業・生活支援センターでは、毎年多数の一

般就労者を送り出すとともに、これまでに就職した人への

継続就労支援も実施しているが、就職者が増えるにしたが

って業務量が増大している。 

③現在の職員配置では企業側の支援に対応できていない。 

④障害者雇用に関する知識とノウハウを兼ね備え就業支援を

担う人材の育成が求められている。 

アドバイザー）事業」を制度化して、障害

者就労・生活支援センターに配置されるよ

うお願いしたい。 

○障害者就労支援員に対する研修は、障害者

職業総合センター等で実施しているが、座

学のみでなく実践力を身につけるための事

業の創設を要望する。 

３．その他障害者支援策について 

（１）障害児のサービス体系について（障害児施設体系について） 

○障害児施設は、地域の療育支援体制が脆弱であるがゆえに、保護者の養育に問題が生

じた場合や、重症心身障害児に代表されるように、濃密な医療的ケアを必要とする場

合など、家庭での養育に困難がある障害児について、家庭に代わり児童を養育してい

る現状にある。 
○県内には、知的障害児施設をはじめ、入所施設は１５箇所あるが、どの施設において

も、常に満床であり、かつ、膨大な待機者が存在する状況である。 
 

○障害児施設における措置と契約の取扱いについては、国から

一定の基準が示されているものの、その解釈・運用が一律で

なく、また、決定過程も透明性に欠けるとの批判が現場から

根強い。 
○重症心身障害児のように、濃密な医療的ケアを要する児童に

対しては、入所施設しか支援がないのが実態であるが、施設

数が絶対的に不足しており、多くの児童の親が家庭において

職業や生活スタイルを変更して、いわばギリギリの生活を送

っている状況にある。 
 

○障害児施設の入所の在り方に「原則契約」

や「原則措置」といった一律の規範を設け

るのではなく、より客観的な措置基準と公

平・公正な決定の在り方を検討することが

必要である。 
○重症心身障害児等の医療的ケアが必要とな

る児童への支援については、施設整備の推

進を図るほか、児童を家庭で養育する親を

支援するための環境整備の方策についても

十分な検討を行うことが必要である。 
 

（２）発達障害者支援施策について 

○県内の発達障害児・者については、その正確な人数についても把握できていない状況

にあるが、県人口の数％程度を占め、様々な程度の社会的な困難さを抱えながら地域

で生活しているもの推測されている。 

○発達障害児・者に対する総合的な相談センターとして、県内に発達障害者支援セン

ターを２か所設置している。相談件数は平成１８年度１，８５２件で年々増加してお

り、平成１９年度１１月現在では発達・就労支援とも昨年度件数を既に越えている状

況にある。 

 

○早期発見・発達支援の体制づくりにおいて、幼稚園･保育園に

おける発達障害児への気付きとその後の対応の充実が求めら

れている。 

○診断ができる児童精神科医や医療機関が少なく、また、地域

において発達障害を理解し、早期発見と適切なアドバイスや

専門医への紹介ができる小児医療機関等が少ないため、専門

的に診断・その後の医療的ケアが可能な専門家の育成が強く

求められている。 

 

○子育て支援の中での発達障害児の対応を含

めた障害児保育関係事業への強化を一層進

めていく必要がある。 

○発達障害を診断できる医師が当県を含め、

全国的に少ない現状に対応するため、診療

報酬上の対応も検討するべきである。 

 

（３）障害児者のひきこもり関連施策について 

○いわゆる『引きこもり』については、その定義も明確ではなく、県内の状況等につい

て把握できているわけではないが、様々なライフステージにおいて、社会から隔絶し

て生活している者の中で、発達障害や精神障害があり、社会的な関係構築が障害特性

上困難な者が相当程度存在することが現場の関係者からは指摘されている。 

○また、こうした方々は、当事者も、家族も、障害に起因していることに対する意識（『気

付き』）がなく、家庭内の問題として『家族内で抱え込む』傾向があることも指摘され

ている。 

 

○保健師や学校の教員、ホームヘルパー等が障害に対する理解

を持ち、適切な専門機関につないでいくことが考えられるが、

現時点では制度的な対応はできていない。 
○また、民生委員や児童委員を始めとする地域活動を通じてつ

ないでいくことも考えられるが、現在は特に都市部において、

そのような活動は減少しているほか、個人情報保護の関係で

仮に民生委員等に気付きがあっても、関係機関につないでい

くことが困難となっている現状がある。 
 

○引きこもりについての実態や課題について

把握するための全国的な調査研究を進める

ことが必要である。 
○障害を起因とした引きこもりの場合には、

家族や本人にそのことの『気付き』を持っ

てもらうことが何よりも重要となるため、

分野を問わずそのような家族や本人と関係

が生じる可能性のある様々な関係者に、障

害に対する理解とその後の対応について、

認識を持ってもらう必要がある。 
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知事と厚生労働大臣との意見交換会・ポイントペーパー 
【テーマ】今後の障害者支援のあり方について                                                                    〔 愛  知  県 〕 

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 
〈現 状〉 
○ 利用者負担として１割の定率負担が導入されたことにより、
利用者負担が増え、サービス利用を手控えたり、中止する者が
出てきた。 
○ こうした状況に対応するため、平成 19 年 4 月から「特別対策」
として、負担上限額の引下げや負担軽減対象世帯の拡大などの
措置が実施されている。 
○ さらに、平成 20 年 7 月からは「緊急措置」として、負担上限
額の更なる引下げや負担軽減対象世帯の更なる拡大などが実施
されることになっている。 
〈取 組〉 
○ 県としては、通所授産施設等の利用促進を図るために、県単
独で奨励金を支給している。 

 
 
 
○ 「特別対策」による利用者負担軽減措置は、平成 20 年度まで
の時限措置であることから、その後の対応について不安視する
声があった。 
今回の「緊急措置」についても、継続実施を求める声が出て
いる。 
 

 
 
 
○ 利用者負担の見直しにあたって、「特別対策」並びに「緊急措
置」による負担軽減措置について、恒久的な制度とすることを
提案する。 
 

（２）事業者の経営基盤強化について 
〈現 状〉 
○ 施設の報酬が、「月額払い方式」から「日額払い方式」へ変更
されたことや報酬単価の減額、利用者数の減少により、法施行
前と比較して減収となった事業所が増加しており、特に、通所
施設において減収の幅が大きくなっている。(19.8 県調査結果) 
 

施設数 

17 年度と 18 年度 

を比較して減収と 

なった施設数 

17 年度収入と 

18 年度収入を 

比較した増減率 

通所施設 123 110 (89％) △10.7％ 

入所施設  65  52 (80％) △ 3.0％ 

計 188 162 (86％) △ 5.8％ 

○ こうした状況に対応するため、平成 19 年 4 月から「特別対策」
として、従前収入額の 90％を保障する措置が実施されている。 
○ さらに、平成 20 年 4 月から「緊急措置」として、通所サービ
スの報酬単価の引上げ(4.6％)などが実施されることになって
いる。 
〈取 組〉 
○ グループホーム・ケアホームにおけるホームヘルプ利用に要
する経費を、県単独で助成している。 

 
 
○ サービス報酬の減額により、サービスの質の向上、良質な人
材の確保、経営の安定に支障をきたしている。 
 
○ 通所施設については、「緊急措置」により報酬単価が 4.6％引
上げられるが、それでもなお法施行前の収入水準よりも下回る
ことが見込まれる。 
 
○ また、入所・通所施設とも、旧体系から新体系に移行すると、
報酬単価の減により収入が大幅に減少することから、新体系へ
の移行が進まない状況にある。 

 
 
 

 
 
○ 全国レベルでの公平、公正な経営実態調査を早急に実施する
とともに、サービスの質の向上、良質な人材の確保、経営の安
定化を図るため、法施行前の収入が確保できるよう、報酬単価
の改定を行うことを提案する。 

 

（３）障害程度区分認定について 
〈現 状〉 
○ 障害程度区分認定について、コンピュータによる一次判定で
は、知的障害と精神障害について、実際の障害程度(＝支援の必
要度)よりも低く判定される傾向があり、市町村審査会での二次
判定で、上位区分へ変更する割合が高くなっている。 
 

  ※二次判定で上位区分へ変更された件数の割合(20 年 2 月調査) 

    知的障害 45.3％、精神障害 53.1％、身体障害 18.6％ 
 
○ 国では、平成 21 年度から判定システムを見直すために検討を
進めており、現在、実態調査案について関係団体から意見聴取
を行っている。 

 
 
○ 現行の障害程度区分判定は、介護保険の要介護認定を基にし
ており、介護に関する調査項目が多いことから、知的障害や精
神障害など身体面の障害がない者については、障害程度区分が
低く判定される傾向がある。 
 
○ 「実態調査案」に対して、関係団体から、 
・支援の量を時間のみで測定し、障害程度区分に反映させると
いう方法は適当でない。 
  ・視覚障害による日常生活や社会生活での不自由な点を、調査
項目の中に組み入れてほしい。 
 といった意見・要望が出されている。 

 
 
○ 障害程度区分認定について、現行の「介護等に要する時間」
を重視した判定ではなく、知的障害や精神障害などそれぞれの
障害特性の違いによる「支援の内容や質」が適切に判定される
よう、調査項目及び判定基準を見直すことを提案する。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

（４）施設入所と地域移行について 
   （重症心身障害者の地域移行について） 
〈現 状〉 
○ 平成 19 年 3 月に「愛知県心身障害者コロニー再編計画」を策
定し、その中で、重症心身障害児施設「こばと学園」の利用者
174 人のうち 50 人を、平成 23 年度までに地域移行することとし
ている。 
○ 平成 20 年 3 月現在の移行者数は 9人であり、今後、地域移行
を進めていくためには、重症心身障害者が安心して暮らすこと
ができる「生活の場」や「日中活動の場」を地域に整備してい
く必要がある。 
〈取 組〉 
○ 重症心身障害者の地域移行を進めるため、ケアホームに看護
職員を配置する制度を、平成18年度から県単独で実施している。 

 
 
 
○ 重症心身障害者の地域移行を進めていくためには、生活の場
となる「ケアホーム」や、日中活動の場となる「通所施設」を
確保することが必要である。 
○ しかながら、通常のケアホームや通所施設では、多くの重症
心身障害者が必要とする医療的ケアに対応できないため、受入
れが困難になっている。 
○ また、ケアホームは、もともと重症心身障害者の利用を想定
していないため、建物や設備が重症心身障害者向けにバリアフ
リー化されていない。 
なお、ケアホームの新築整備については国庫補助制度が創設
されたが、現行補助基準額(2,000 万円)では本格的なバリアフリ
ー整備を行うことは困難である。 

 
 
 
○ 重症心身障害者の地域移行を推進するため、ケアホームや通
所施設において、看護職員を配置(又は加配)する場合に、報酬
上の加算措置を設けること、及び重症心身障害者対応型ケアホ
ームを新築する場合の国庫補助基準額を 2,500 万円に引き上げ
ることを提案する。 

（５）精神障害者支援施策について 
〈現 状〉 
○ 精神障害者のうち、自立支援医療(精神通院)の受給者は
60,875 人(19.3.31 現在)となっているが、障害福祉サービス利用
のために障害程度区分認定を受けた者は1,142人(20.2.1現在)に
とどまっており、これは精神障害者保健福祉手帳所持者の約 5％
となっている。 
○ 精神障害者が利用できるサービス基盤の不足が指摘されてい
る中で、精神障害者社会復帰施設や小規模作業所の新体系への
移行が進んでいない。 

 
 
○ 従来、身体障害者や知的障害者を対象としていた障害福祉サ
ービス事業者においては、精神障害者に対する知識や技術の不
足などにより、精神障害者の受け入れが進んでいない。 
○ 精神障害者は、些細な環境要因の変化により精神状態が変動
するという特性があり、通所施設を利用する場合の平均通所日
数が他の障害者と比べて短いため、現行の日額払い方式の報酬
では収入が大幅に減少してしまうことが、新体系への移行を困
難にしている。 

 
 
○ 精神障害者が利用できる事業所の拡大と、精神障害者社会復
帰施設や小規模作業所の新体系への移行の促進を図るために、
精神障害者の特性を十分勘案して、報酬単価・人員配置基準の
改定を行うことを提案する。 
 

２．就労支援について 
〈現 状〉 
○ 民間企業における障害者雇用率は、経済活動の活発化を反映
して、常用労働者が増大し、全国平均を下回る状況にある。 
・民間企業における雇用状況（平成 19 年 6月 1日現在） 
 

実雇用率 
法定雇用率達成企 
業割合 

愛知県(全国) 1.48％(1.55％) 41.0％(43.8%) 

 
 
〈取 組〉 
○ 就職面接会を開催するとともに、企業に対する雇用啓発とし
て、「障害者雇用促進セミナー」の開催、雇用啓発資料の作成・
配布、職業訓練などにより、障害者の雇用促進を図っている。 
○ 福祉的就労から一般就労への移行を推進するため、障害者就
業・生活支援センターの増設に努めているほか、福祉施設の職
員を対象とした就労支援者育成事業を実施している。 
○ 発達障害者の職業訓練を平成 19 年 10 月から実施しており、
新年度には、これに加え、企業に対する啓発とともに、職場定
着に向けたフォローアップ事業を実施する。 

 
 
○ 発達障害者の就労支援に取り組んでいるが、企業への採用を
進めるためには、職場内でのコミュニケーション能力を高める
などの取組だけでなく、発達障害者が法定雇用率に算定できる
などの就労支援が重要である。 
  現在は発達障害者を採用しても、雇用率に算定されないこと
も、企業が発達障害者を採用する上でのネックの一つともなっ
ている。 

 
 
○ 発達障害者支援法が施行され、発達障害者の就労支援を進め
なければならないが、発達障害者が法定雇用率の算定になって
いないことが、企業での採用が進まない理由の一つと考えられ
る。発達障害者の就労を進めるため、法定雇用率の算定に加え
るなどの制度の見直しが必要である。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

３．その他の障害者支援策について 
（１）障害児のサービス体系について 
〈現 状〉 
○ 児童の居宅サービスの実施主体は、障害者自立支援法に基づ
き市町村であるが、施設サービスの実施主体は、児童福祉法に
基づき都道府県とされており、障害者自立支援法附則に「法律
の施行後３年を目途として、障害児の児童福祉施設への入所に
係る実施主体の在り方等を勘案し、必要な措置を講ずるものと
する。」と規定されている。 
○ 国では、「障害児支援の見直しに関する検討チーム」を設置し、
今後検討していくこととしている。 

 
 
 
○ 障害児の成長段階に応じた福祉サービスを提供するにあたっ
ては、保健・医療・福祉・教育・労働などの関係機関が連携し
て支援していく必要がある。 
 
○ 障害児やその家族にとっては、身近な地域で様々な福祉サー
ビスや相談支援などを一体的に利用できることが望ましいが、
現状は、実施主体が都道府県と市町村に分かれている。 
 

 
 
 
○ 障害児支援の見直しの検討にあたっては、福祉関係のみなら
ず、医療・教育・労働などの関係機関からも幅広く意見を聴取
し、見直し内容に反映させること。 

（２）発達障害者支援施策について 
〈現 状〉 
○ 平成 17 年 4 月に「発達障害者支援法」が施行され、発達障害
の定義や国及び地方公共団体の責務などが定められた。 
なお、法附則で、平成 21 年度以降に必要な見直しを行うこと
とされている。 
○ 発達障害のうち、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳に該当
する者は、各種福祉サービスの提供がされている。 
○ 発達障害を診断できる専門医や、支援に関わる専門的技術を
持った人材が不足している。 
 
〈取 組〉 
○  本県では、発達障害者支援法の施行に先がけ、平成 15 年 5 月
に「発達障害者支援センター」を設置し、家族への相談支援や
人材育成、県民への啓発活動などの取組を行っている。 
○ 「愛知県発達障害者支援体制整備推進協議会」を平成 17 年度
に設置し、支援体制づくりに向けての検討を進めるとともに、
市町村の相談支援体制づくりの中核となる「発達障害支援指導
者」を平成 21 年度末までに全市町村に配置することを目標とし
て人材育成に取り組んでいる。 

 
 
 
 
 
 
○ 発達障害者のうち、療育手帳及び精神保健福祉手帳の対象と
ならない者や手帳の取得を希望しない者については、障害者自
立支援法による障害福祉サービスを受けることができない。 

 
○ 発達障害についての専門的な診断ができる医療機関や医師の
数が少なく、早期発見の体制が十分ではない状況である。 

 
 
 
 
 
 
○ 発達障害者を障害者自立支援法の支援対象者の範囲に含め、
必要な障害福祉サービスを受けられるようにすること。 
 
 
○ 発達障害に関する診断ができる医師の養成を充実すること。

（３）ひきこもり関連施策について 
〈現 状〉 
○ 厚生労働省研究事業による推計値を当てはめると、県内には
15,500 世帯のひきこもりの人がいると推計される。 
○ ひきこもりの親の会（なでしこの会）から、将来の展望が見
えない不安や親亡き後の心配が伝わっている。 
 
〈取 組〉 
○ 相談体制として、保健所・精神保健福祉センターにおいて、
ひきこもり相談を毎日実施している。 
（相談件数）18 年度 延 1,343 件、19 年度 延 890 件(4～12 月) 

○ 地域支援として、連絡会(支援団体 39 団体、14 関係機関で構成)
の開催や、ネットワーク会議(保健所単位で、不登校など教育関係機
関等とひきこもり支援関係機関等との連携確保)の開催、家族会が運
営する居場所での研修事業へ支援を実施している。 
○ 普及啓発として、ひきこもりシンポジウムを開催している。 
 

 
 
○ ひきこもり者の実態を把握することが困難。 
 
○ 精神疾患への偏見、不安から、ひきこもり者の多くに精神障
害や発達障害のある割合が大きいが、親はその状況を避けてい
ることが多い。このため、精神障害者を対象とした福祉制度の
適用等が拒まれており、本人への適切な援助が届いていない。
 
○ 当事者の多くは、長期的には就労を希望しているが、現行の
就労支援策ではニート・フリーターを対象としたものしかなく、
ひきこもり者の特性（対人関係の困難さなど）に対応できない。

 

 
 
○ 全国的な実態調査を実施すること、及び調査結果を踏まえて
総合的支援策を検討すること。 
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【テーマ】今後の障害者支援のあり方 ポイントペーパー                                       都道府県名 奈 良 県  

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 
（現 状） 
〇 平成１８年１１月～１９年６月までの実態調査の結果、利用
者負担の増加により、サービス利用を中止した者は６人（加重
平均で全体の０．１７％）であり、抑制した者は１１人（加重
平均で全体の１．３２％）となっている。 
〇 特別対策により本年７月から更なる軽減が図られたことか
ら、関係者からも一定の理解が得られているものと考えている。 
（取 組） 
〇 県としては、特に利用者負担の係る県独自策は講じていない。 
 

 
 
 
〇 通所施設については一定の軽減措置が図られるが、入所につ
いては不十分。 
〇 特別対策により、種々の軽減策が講じられているが、個別給
付、補装具、自立支援医療及び地域生活支援事業の利用者負担
がそれぞれ別々に算定されるとなると高額となるケースがあ
る。 
〇 負担軽減措置（上限額管理等）が複雑になっており、利用者
にも分かりにくく、市町村の事務負担も大きい。 
〇 障害者の所得保障（例えば年金の水準）についての議論がな
されていない。 
 

 
 
 
〇 現在、特別対策の緊急措置として実施されている負担軽減措
置については、恒久的な制度とされたい。 
〇 入所施設と通所施設のバランスの考慮が必要と考える。 
〇 個別給付、補装具、自立支援医療及び地域生活支援事業の利
用者負担については、合算で月額負担上限額とされるよう提案
する。 
〇 負担軽減額措置を簡素化し、分かりやすい制度にされたい。
〇 自己負担の問題は、障害者の所得保障を含めた議論が必要と
考える。 
 

（２）事業者の経営基盤強化について 
（現 状） 
〇 施設でのサービス報酬が毎月一定額が保障される「月額払い
方式」から、１日単位の利用実績による「日払い方式」への変
更やサービス報酬単価の減額及び利用者の減等により、法施行
前と比較して減収した事業所が増加している。 
〇 本県のピンポイント調査の結果、入所施設の影響は少ないと
いえるが、通所施設は、給与等の引下げや利用者を増やす努力
をしているがほとんどの事業所が収入減となっている。 
特に、４～５名の小規模グループホーム等については、その実
態が顕著に表れている。 
（取 組） 
〇 小規模グループホーム等に対し、緊急的に経営支援を予定し
ている。  
 

  
 
〇 サービス報酬の減額により、サービスの質の向上、良質な人
材の確保と経営基盤の安定に支障をきたしている。 
  特に、看護師等の医療職員の確保が困難である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
〇 平成２１年度の制度改正に当たっては、全国レベルでの公平、
公正な経営実態調査の結果や、多くの利用者や自治体の意見や
事例を踏まえ、サービスの質の向上、良質な人材及び安定的経
営が確保できるよう、事業報酬基準及び基準額の改定を行われ
たい。                          
  例えば、草の根タウンミーティングや早い時期での制度構築
について、パブリックコメントを求めるなど、制度構築の透明
性を確保する必要があると考える。 

（３）障害者区分認定について 
（現 状） 
〇 特に、精神及び知的障害について、一次判定から二次判定の
変更率が大きく、また、市町村間によって認定状況の格差があ
る。 
（取 組） 
〇 障害程度区分認定調査員研修、市町村審査会委員研修、主治
医研修において、実務担当者を講師として、具体的な事例を引
用するなどの実践的な内容の研修を実施している。 

 

 
 
〇 市町村間の格差を解消すべく、一次判定では反映しきれない
障害特性の部分を補う役割としての調査員の特記事項や医師意
見書の重要性を繰り返し研修会で説明するなど、研修内容を工
夫したり、標準的な事例の情報提供をなどを行っているが、や
はり区分認定の仕組み自体に問題があり、格差の解消は困難で
ある。 

 
 
〇 国から新たな区分認定基準が実施されるまでの間の緊急対応
として、見直し案の内容を、出来るだけ詳細に国から県に情報
提供していただき、県が行う認定調査員研修、市町村審査会委
員研修に反映させて、知的及び精神障害に関する適正な区分認
定を暫定的に行う。 

（４）施設入所と地域移行について 
（現 状） 
〇 地域移行は、まだまだ進んでいないのが現状である。 
（取 組） 
〇 障害福祉計画において、施設入所からグループホーム等に地
域移行する者の数値目標を設定し、その達成に向けた取り組み
を実施している。 

 

 
 
〇 地域移行にあたって、相談支援体制の整備や精神障害者の退
院促進の支援及び受け皿となる地域づくりを進めているが、ま
だまだ地域ケアシステムが未整備であるとともに、本人、保護
者には、グループホーム等の利用により地域での自立生活がで
きるのか不安感があるなど、施設職員等と同様に地域生活移行
への意識が低い。 

 
 
○ 体験制度を創設し、入所施設における空き部屋助成＜事業者
の経営基盤強化策＞や居宅にいる障害者の暫定支給決定を認め
て、グループホーム等の利用促進を図り、地域移行の一助とす
ることを提案する。 



 19

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

（５）精神障害者支援施策について 
（現 状） 
〇 平成１８年１０月から、精神障害者保健福祉手帳に本人写真
を貼付することになったことを受け、手帳による各種支援策を
促進することにより、精神障害者の社会復帰及び自立と社会参
加を図る必要がある。 
〇 身体障害者や知的障害者には適応されている公共交通機関や
有料道路料金の割引、ＮＨＫ受信料の免除等の早期実現が望ま
れる。 
（取 組） 
〇 本県として、地元民間バス事業者に精神障害者保健福祉手帳
所持者の運賃割引制度の導入について要望したところ、バス事
業者においては、本年４月より、精神障害者に対するバス運賃
割引制度を導入されることになった。 
 

 
 
〇 バスの運賃割引は、道路交通法に基づく「一般乗合旅客自動
車運送事業標準約款」で定められているが、「標準約款」の中に精
神障害者は対象となっていない。 

 
 
〇 国土交通省に対して、精神障害者もバス運賃割引の対象とす
るよう「標準約款」を改正することや、ＪＲ等鉄道運賃割引制
度の導入等について、貴省から強く要望を行う。 

 
〇 ＮＨＫに対しても、精神障害者に対する放送受信料の免除制
度の導入について、強く要望していただきたい。 

２．就労支援について 
（現 状） 
〇 一般就労 
 民間企業の法定雇用率は、全国１０位と比較的高い水準に
あるが、授産施設等を出て就職した障害者の割合は、全国平
均の１．３０％に対して本県は、０．８１％であり、全国 
３５位という状況である。 
〇 福祉的就労 
本県の障害福祉サービス事業所や授産施設等での月平均工
賃は、全国平均の１２，２２２円に対して本県は９，８６１
円であり、全国４３位という厳しい状況である。 
（取 組） 
〇  行政、就労支援関係機関及び企業間の連携強化を図るなど、
就労支援ネットワークの取り組みを特別対策事業で実施してい
る。 
〇  平成２３年度の目標工賃を全国平均の二倍を超える水準に設
定し、施設職員の意識改革や経済団体などを巻き込んだ取り組
みを展開していく予定。 
 

 
 
〇 関係機関との協力・連携体制の強化が必要であるが、雇用サ
イドと福祉サイドとの協力はまだまだ不十分である。 

 
〇  本県は、中小の企業がほとんどであり、また、企業側の理解
にもまだまだ課題が多く、雇用の場の確保が困難である。 

 
 
〇  授産施設等の利用者を一般就労に結びつけて行くには、職場
体験、職場実習の経験が必要であるが、職場実習を引き受ける企
業が少ない。 

 
 
〇 特別対策のメニュー事業の中で、就労支援ネットワークづく
りの取り組みを圏域単位で実施しており、今後も、企業側の意
識を変えていくため企業関係団体や労働局等の協力を得る取り
組みが必要と考える。 

 
 
 
〇 職場実習や体験時の支援者の派遣については特別対策の中で
実施しているが、引き続き実施できるよう、「工賃倍増計画支援
事業」の中に位置づけられるよう提案する。 

３．その他障害者支援策について 
（１）障害児のサービス体系について 
○ 重症心身障害児施設については、現在、国においては、障害
児施設体系の見直しを含む児童福祉法の改正が検討されてい
る。この中で、障害者自立支援法との関連から、重症心身障害
児施設についても制度改正が議論されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
〇 重症心身障害児施設については、これまで１８才を過ぎても
引き続き同じ施設で、医療と福祉の両面でのサポートを受け生
活している、「児者一貫制度」という特徴ある施設であり、この
制度が親たちに安心を提供している。 
  今回、児童福祉法の改正に当たり、この制度が維持されない
のではないかという不安を重心児の親たちが抱えている。 

 
 
〇 障害の中でも重度で最も弱い障害児を持つ親の不安を拭い去
るため、これまで同様、重症心身障害児施設においては「児者
一貫制度」の維持に努められたい。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

（２）発達障害者支援施策について 
（現 状） 
〇 平成１８年１月から発達障害者支援センターを設置運営。現
在、センターに対して直接支援に関わる相談件数が、年間３，
０００件を超える状況にある。    
（取 組） 
〇 圏域での早期療育の体制を整えることを目的に、療育の拠点
の少ない南和圏域において、療育・発達障害コーディネーター
配置し、障害児等療育支援モデル事業を実施する予定。 
 

 
 
〇 センターへの相談件数が年々増加していることから、市町村
や圏域おいて支援をする拠点整備が緊急の課題であり、同時に
発達障害者支援を担う相談支援専門員や市町村職員等の支援者
の人材育成が急務と考える。 

 
 
〇 障害児等の療育支援と発達障害児者支援は、対象者が重複す
る場合が多いことから、本県では療育・発達障害支援コーディ
ネーター配置のモデル事業を予定しているが、療育及び発達障
害への支援は専門的支援として県の役割を明確に位置づけられ
たい。 

（３）ひきこもり関連施策について 
（現 状） 
〇 保健所における精神保健福祉相談として実施している。 
（取 組） 
〇 「大人の社会的ひきこもり」については、一次的な相談窓口
は保健所で実施し、心理学的助言等の二次相談が必要なケース
については、精神保健福祉センターが対応している。 
 

 
 
〇 「ニート関連施策」が労働部局等のサイドで実施されている
が、部局間の連絡調整や連携が課題となっている。 

 
 
〇 特になし 

（４）県・市町村に対する財政支援について 
（現 状） 
〇 地域生活支援事業については、地域の実情に応じ、柔軟な施
策の展開に努めている。 
〇 現在、約７割の市町村において相談支援事業を実施。 
（取 組） 
〇 各市町村が地域生活支援事業が適正に実施されるよう、市町
村説明会や圏域別ワーキング会議などを通じ、助言、支援を行
っている。 
 

 
 
〇 地域生活支援事業については、県事業の相談支援や市町村事
業の移動支援事業等、地域の実情に見合った補助枠となってい
ないため、実施が不十分。 
〇 相談支援事業が交付税措置であることから、一部の市町村に
おいてはその実施が不十分である。 

 
 
〇 補助事業である地域生活支援事業については、各地方公共団
体間に格差が生じないよう需要に見合った確実な財政措置を講
じられたい。 
〇 相談支援事業については、交付税措置ではなく、一定の基準
を示した明確な位置づけとされたい。 
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【テーマ】今後の障害者支援のあり方 ポイントペーパー                                       都道府県名 鳥  取  県  

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 
＜現 状＞ 
○ 利用者負担の影響調査については、入所・通所施設の利用抑
制について、国とは別に県としても調査を実施。 
  H18 年４月～H19 年 11 月の間に利用を中止した者の数は、入
所・通所施設の合計で、延べ 28 人、全体の約 1.5％となってい
る。しかしながら、特別対策実施後の H19 年 4 月以降では、延
べ 4人、約 0.22％である。 
 
○ 関係機関、利用者からは、特別対策により負担がずいぶん軽
減されたとの声がある。 
 
＜取 組＞ 
○ 当県としての独自の負担軽減策は実施していない。 
○ 特別対策に加え、H20 年 7 月から緊急措置が実施されるため、
今後の状況を注視していきたい。 

 
 
 
○ 通所施設では弁当・外食(コンビニ)へ切り替えた利用者も出
ている状況があり、食費実費負担に対して、軽減措置が欲しい
といった声がある。 
（利用者負担については、従前ほどの反対意見はなくなってい
る。） 
 
○ 福祉サービスの利用者負担については、軽減が図られている
が、自立支援医療、補装具等と別々に負担額が合算されるため、
負担感が強い利用者も一部にはある。 

 
 
 
○ 特別対策については、既に 21 年度以降の実質的な継続が打ち
出されているが、明確に恒久的な制度として位置付けていただ
きたい。 
 
○ 利用者負担軽減については、障害福祉サービスのみでなく、
自立支援医療、補装具等の個々の負担額の合算額に対して、負
担軽減を図る措置を早期に検討していただきたい。 
 
〔与党プロジェクト提案事項〕 

（２）事業者の経営基盤強化について 
＜現 状＞ 
○ サービス報酬が毎月一定額が保障される「月額払い方式」か
ら、１日単位の利用実績による「日額払い方式」へ変更された
ことに伴い、施設からは減収になったとの意見が出されている。 
現時点では、特別対策による 9 割保障があることなどから、
施設の廃止・廃業等の直接的な影響は出ていないが、大幅な減
収が見込まれるため新事業体系への移行は困難との意見も多
い。 
 
＜取 組＞ 
○ 県としては、経営基盤強化に係る県独自の支援策（運営費補
助等）は実施していない。 

 
 
○ 報酬単価は全般的に減額されているほか、現制度においては、
旧法施設に対しては手厚い配慮がなされているが、新たなサー
ビス体系に係る報酬単価は旧法施設に対するものに比べ全般的
に低く設定されている。 

 
○ 知的・精神障害者の居宅介護サービスについて、多くの場合、
身体介護の単価は適用されず家事援助となる。事業者において
は家事援助の報酬単価が低く経営的に困難な状況であり、障害
福祉サービスから撤退する事業者が出る可能性もある。 

 
○ 障害福祉サービスの提供コストについても、サービス利用者
が比較的狭いエリアに集中して確保できる都市部と広域かつ点
在している地方では大きく異なる。 
 現在の報酬体系や設置基準等は、都市部の状況に準じたよう
な基準となっているのではないか。 

 
 
○ 先に出された与党プロジェクトチームでも述べられているよ
うに、良質な人材の確保と事業者の経営基盤の安定を図るとと
もに、提供されるサービス内容や従事者の業務の内容を踏まえ
た報酬額の抜本的改定が必要である。 
 
○ Ｈ21 年 4 月に予定されている報酬改定には、新体系の事業所
の報酬が低い点や居宅介護サービスの家事援助の報酬が低い等
の問題点に配慮して見直しが必要である。 
 
○ また、報酬体系の見直しに際して、人件費の地域格差のみに
着目するのではなく、サービス提供に係るコスト(燃料費等の移
動コストや拘束時間)にも配慮した上で定められたい。 

 
〔与党プロジェクト提案事項〕 

（３）障害者区分認定について 
＜現 状＞ 
○ 知的・精神障害者は一次判定において障害程度区分が低い傾
向、二次判定での総合的な判断により上位に変更される事例が
多い。 
○ 当県の認定状況と全国を比較すると、知的・精神については
全国より低い傾向、二次判定で上位区分に変更される割合も少
ない。 
○ 当県の３圏域（東・中・西部）の認定状況を見ると、圏域に
より区分認定結果が高めのところと低めのところがあるととも
に、二次判定での上位区分変更の割合も圏域によって開きがあ
る。 

 
＜取 組＞ 
○ 認定調査員研修、市町村審査会委員（新任・現任）研修を通
じて、判定基準の均一化、適正化を図っている。 

 
 
○ 知的・精神障害では、二次判定での上位変更が４～５割に上
っていることは、一次判定の判定項目が、知的・精神の障害特
性を十分踏まえていないために生じるものと思われる。 

 
○ また、利用者(当事者保護者)からも、認定調査項目がどちらと
も回答しづらい項目が多く、障害の実態にマッチしていないと
いった意見も出されている。 

 

 
 
○ 障害特性を踏まえた一次判定基準・判定項目の精度向上 
  特に、行動障害、コミュニケーション障害などに基づく、支
援の困難性などへの配慮。 

 
○ 早急に、全国の認定事例の類型を進め、二次判定の際の判定
変更の基準となる状態像等の明確な判断基準の提示いただきた
い。 

 
〔与党プロジェクト提案事項〕 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

（４）施設入所と地域移行について 
＜現状＞ 
○ 入所施設の定員は、１８年１０月以降大きな変動はない。 
 
○ グループホーム及びケアホームで、１９年度に中に増加した
住居は８住居。 

 
 
＜取組＞ 
○ 地域移行を促進するため、グループホームやケアホームに夜
間に世話人を配置する事業者に対して助成を行っている。 

 
○ 身体障害者の地域移行を促進するため、身体障害者用のグル
ープホーム（単県制度）を運営する事業者に対して助成をおこ
なっている。 

 
 
○ 入所施設から地域へ移行するためには、グループホームやケ
アホームが有効だが、入所施設に比べて報酬単価が低すぎるた
め、事業者自身が地域生活支援サービスへ移行する意欲が高ま
らない。 

 
○ 報酬単価の減額により、サービスの質の向上、良質な人材の
確保、経営の安定に支障を来している。 

 
○ グループホームやケアホームの対象が知的障害者と精神障害
者に限られており、身体障害者のニーズに対応できていない。
（公営住宅等は競争が激しく入居が困難） 

 
 
○ 移行しやすいように、夜間支援加算等も含めて報酬単価を引
き上げること。 

 
○ 身体障害者もグループホーム及びケアホームの対象とするこ
と。 

（５）精神障害者支援施策について 
＜現 状＞ 
○ 受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者が、支援体制が整
備されないために入院を余儀なくされている現状がある。 
＜取 組＞ 
○ 各圏域で「精神障害者退院促進支援事業（Ｈ２０からは精神
障害者地域移行支援事業）」に取り組んでいる。 

 
○ 医療機関の協力の格差や、各福祉保健局の体制により圏域毎に
進度が異なる。 
○ 地域生活のための住居、活動の場など受け皿の不足がある。 
○ 精神障害者の生活支援について身近な市町村での取り組みに
格差があり、なかなか進まない。市町村での相談体制が弱いこ
とと相談支援事業者の人員体制が弱い。 

 

 
○ 退院による空床が増えても訪問看護や相談支援の充実により
減収にならないような診療報酬の仕組みづくりが必要。 
○ 精神障害の障害特性に応じた質の高い日中活動支援が可能と
なるよう報酬単価の見直しが必要。 
○ 市町村に精神保健福祉士が配置できる措置が必要。 
 
 

２．就労支援について 
＜現状＞ 
○ 平成１８年度中に福祉施設を退所し一般就労した者の数 
   １０人（参考：平成２３年度の目標者数 ６２人） 
 
＜取組＞ 
○ 就労系サービス事業所 
   就労移行支援事業所  ２事業所 
   就労継続支援事業所 １２事業所（うちＡ型は１事業者） 
 
○ 法人、施設の代表者等を対象とした就労移行支援事業の県外
先行事例事業の研修会開催。 
 
○ 施設等の担当者、利用者及び保護者を対象とした就労支援セ
ミナーの開催 
 
○ 工賃３倍計画の策定（１９年度末予定） 

 
 
○ 利用者の「働きたい。収入を上げたい。」とのニーズに応える
ためには、就労移行のためのノウハウが必要だが、多くの事業
所の職員等はそのノウハウが身に付いていない。 

 
○ 障害者の一般就労への移行を推進するためには、就労移行支
援事業所が有効的だが、まだ新事業体系への移行が進んでおら
ず当該サービスを利用できない。 

 
 
○ 就労移行のための支援技術取得のための研修制度の創設又
は、技術取得に係る経費の助成を行うこと。 

 
○ 新事業体系への移行が進むよう、報酬単価の引き上げをする
こと。 

 
○ 小規模作業所等少人数の事業所からでも一般就労への移行が
支援できるよう、多機能型等の指定基準等の緩和。 
 （※平成２０年度より、知事の判断で定員の指定基準 
２０人→１０人へ緩和） 

３．その他障害者支援策について 
（１）障害児のサービス体系について 
＜現 状＞ 
○ 就学前児童７割という要件が厳しく、Ⅱ型の児童デイサービ
スとしてしか運営できない事業所が多く、非常に経営が厳しい
との声が多い。 
 
○ 障害児通園施設利用児童の負担については、同一世帯におい
て他に保育所等に通所している児童を養育している場合、２人
目以降児童の障害児通園施設利用料が軽減されない。（児童家庭
局においては、保育料における多子軽減制度がある。） 

 
 
 
○ Ⅱ型児童デイサービスに対する報酬の減額率が大きく、Ⅱ型
事業所については事業継続が困難との声が寄せられている。 

 
 

 
 

 
○ 児童デイサービスについては、臨時特例基金特別対策事業に
より、個別療育を実施するⅡ型事業所に対して助成が行えるこ
ととなったが、時限的な措置であり、Ⅱ型児童デイサービス事
業所の運営が成り立つよう、Ⅱ型の報酬単価についての見直し。
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

 
＜取 組＞ 
○ 本県では、就学児童であっても、発達障害等の特段の配慮が
必要な児童を受け入れるため、特に専任職員を加配している児
童デイサービス事業所に対して、単県事業により加配職員の設
置に係る経費を助成している。 
 ※１事業所あたり１，９２７千円助成 
 
○ 県としては、単独事業として、平成２０年１月より当該多子
軽減に係る利用者負担金軽減事業を実施している。  

 
○ 障害児通園施設を利用する場合と保育所を利用する場合とで
は軽減制度が異なり、利用料について不均衡が生じている。 
（平成２０年４月から、現在の保育料多子軽減制度が見直され、
障害児通園施設利用児童も算定対象人数に含めることとなり、
兄姉が障害児通園施設を利用している場合は、弟妹の保育料が
軽減されることとなったが、障害児通園施設利用料については
依然として軽減対象となっていない。） 

 
○ 子育て支援の観点から見て、保育料における多子軽減制度と
同様に、障害児通園施設利用料における多子軽減制度を創設す
ること。 

（２）発達障害者支援施策について 
＜現 状＞ 
○  発達障害者については、障害者自立支援法の対象外となって
いるため、利用できる支援施策が不十分であるとの声がある。 
 
 
＜取 組＞ 
○  県としては、単独事業として、知的障害を伴わない発達障害
者に対して在宅福祉サービスの支援施策を実施している。 
 
○  県としては、平成１９年度から国の発達障害者支援開発事業
に取り組んでいる。 
 
○  平成２０年４月に、福祉保健部障害福祉課内に、一貫した支
援体制の構築を目的として、「子ども発達支援室」を設置する。 
 

 
 
○ 発達障害者については、障害者自立支援法の対象外になって
いるため、障害に係る手帳を所持していない場合は、利用でき
る福祉制度が不十分である。 

 
○  発達障害者への支援手法が未確立である。  

 
 
○ 発達障害者について、障害者自立支援法の見直しに当たって
は、知的障害を伴わなくても障害者自立支援法によるサービス
が受けられるよう、明確に、支援対象者の範囲に含められるこ
と。 

 
○ 発達障害者への障害福祉サービスについては、「発達障害者支
援開発事業の成果」も踏まえて、その障害特性に対応した障害
者区分認定、サービス報酬単価を設定されること。 

（３）ひきこもり関連施策について 
○ 相談体制 
・ 「ひきこもり」は広く一般にも浸透し、福祉保健行政の相談
機関（市町村、保健所、精神保健福祉センター等）で相談を
受けている。 
・ 学籍をもつ児童生徒、学生では、学校での教育相談、スクー
ルカウンセラー等で不登校相談を行い、教育行政ではひきこ
もり予防を目的とした地域づくり、相談体制づくりの施策を
行っている。 

○ 家族支援体制 
・ 家庭にひきこもる者をもつ家庭内の悩みは深く、その家族へ
の支援は重要で、福祉保健行政の相談機関では、家族相談や
ひきこもり家族の集いなどグループ学習や親同士の話し合
いを行っている。 

○ 相談・就労体験の機会提供 
・ ＮＰＯ法人へ委託し、ひきこもりの相談、就労体験による社
会参加促進事業を実施している。 
 （平成１５～１８年度参加者 ２８名） 
○ 就労支援の体制 
（１）労働雇用促進 一般就労相談 
（２）福祉就労相談 
 

 
○ 相談体制 
（１）成人のひきこもりについて、地域に近い相談窓口が少な
い。 

（２）思春期・青年期のひきこもり相談対応における福祉保健
行政と教育行政と連携した相談体制が不十分である。 

（３）発達障害が背景にあると疑われるひきこもり相談も少な
くなく、発達障害に関する理解・啓発が必要とされる。

 
○ 家族支援 
地域に近い相談窓口と家族グループ活動を開催する場が地域 
に少ない。 
 
○ 社会参加・就労体験 
社会参加、就労体験に同行し相談対応する人、場が地域に少な
い。 
 
○ 就労支援体制 
（１）就労相談窓口において、ひきこもり、あるいは発達相談
に関する充分な理解が難しい。 

（２）就労相談窓口に行くまでの本人への支援も必要である。 
 

 
○基本的にＮＥＥＴ対策（地域若者ステーション設置等）だけで
は、就労相談窓口に行くことのできないひきこもり者や家族に
は不十分である。ひきこもり者の就労支援対策と生活支援体制
を整備するため以下のような事業を創設すること。 
 
 〈就労支援〉 
  ・就職に向けた準備支援〈職業準備訓練、職場実習のあっせ
ん〉 

  ・求職活動支援 
  ・職場定着支援 
  ・事業所に対するひきこもり者の特性を踏まえた雇用管理に
関する助言 
・関係機関との連絡調整 
 
 〈生活支援〉 
  ・生活習慣の形成、健康管理等の日常生活の自己管理に関す
る助言 

  ・住居、余暇活動など地域生活、生活設計に関する助言 
  ・関係機関との連絡調整 
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【テーマ】今後の障害者支援のあり方 ポイントペーパー                                       都道府県名 愛 媛 県  

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 
〈現 状〉 
○ 利用者負担の増加により、サービス利用を中止したり、抑制
した者の数は平成 18 年 3 月～18 年 10 月の間は 164 人、平成 18
年 11 月～19 年 6 月の間は 31 人と減少傾向にある。（厚生労働省
調査の愛媛県分） 
○ 自立支援法施行後、利用者負担に関しては、在宅・通所サー
ビスを中心に、現在実施されている特別対策や平成 20 年 7 月か
ら実施される緊急措置による利用者負担の見直し等により軽減
策の拡充が図られている。 
○ 県独自の利用者への調査（平成 19 年 8 月実施）では、「利用
者負担の軽減措置を 21 年度以降も継続してほしい」という声が
出ており、特別対策については一定の理解が得られていると考
えている。 
〈取 組〉 
○ 利用者負担軽減については、全国一律の制度の下で行うべき
であると考えており、国に対し要望を行っている。 

 
 
 
○ 利用者負担については、特別対策及び緊急措置等により、様々
な負担軽減措置が講じられているが、今後のサービス利用状況
等をみながら、障害者が必要なサービスを継続して利用できる
よう十分配慮していく必要がある。 
○ 利用者等からは「従前の応能負担に戻して欲しい」という意
見が数多くあるほか、利用者負担に関する様々な問題点が指摘
されている。 
 (問題点) 
・負担軽減措置が複雑な上に、度重なる改正により、利用者 
が理解しにくい。 
・利用者負担の認定方法等に不満がある。 
                        等 

 
 
 
○ 利用者負担などの制度設計の見直しについては、利用者等の
意見等を十分に調査把握し、見直していただきたい。 
 
障害者自立支援法の理念はすばらしいものであるが、実施 
段階において、度重なる改正があり、現場の市町村も利用者 
本人等も大変困惑しており、法の円滑な施行が難しい状況に 
あることを十分理解して欲しい。 
 
 
 

（２）事業者の経営基盤強化について 
〈現 状〉 
○ 県独自の事業者への調査（平成 19 年 8 月実施）によると、施
設でのサービス報酬が毎月一定額が保障される「月額払い方式」
から１日単位の利用実績による「日額払い方式」へ変更された
こと、サービス報酬単価の減額や利用者の減により、事業所の
経営状況は、苦しくなっているという結果がでている。 
〈取 組〉 
○ 県としては、障害者自立支援対策臨時特例交付金による特別
対策事業（基金事業）による事業者に対する激変緩和措置（事
業運営円滑化事業、通所サービス利用促進事業）を実施してい
る。 
○ 事業者としては、職員の給与カットや週休日等を開所するこ
とにより、経費節減や収入アップに取り組んでいる。 

 
 
○ サービス報酬の減額により、サービスの質の向上、良質な人
材の確保、経営の安定に大変な支障を来たしている。 

 
 
○ 事業者の「経営実態調査」の結果を基に、サービスの質の向
上、良質な人材の確保、安定的経営ができるよう、サービス報
酬額の見直しを行っていただきたい。 
○ 事業者の新体系への移行促進や経営基盤の強化を図るため、
特別対策事業終了後の平成 21 年度以降も、引き続き、新法への
移行等のための緊急的な経過措置を講じていただきたい。 
 
具体的には、特別対策事業における事業者の経営基盤の強化を
図るための財源を平成 21年度以降も確保し、実施期間を延長して
いただきたい。 

（３）障害者区分認定について 
〈現 状〉 
○ 本県における障害程度区分の１次判定から２次判定の変更率
は、知的障害及び精神障害で 50％を超えている。 
障害程度区分認の２次判定変更率（18.10 国調査結果愛媛県分） 
障害区分 身体障害 知的障害 精神障害
変更率(％) 25.1 52.1 66.8 
（取 組） 
○公正、公平な障害程度区分の認定を行えるよう障害程度区分
認定調査員等を対象とした研修を行い、関係者の資質の向上を
図っているが、問題は障害程度区分認定のシステム自体にある
ため、都道府県や市町村での補正は困難である。 

 
 
○障害程度区分の調査項目や 1 次判定ソフトが、知的障害及び精
神障害の特性を反映したものとなっていない。 
 
○市町村審査会による２次判定の客観的な判定基準が整備されて
いない。 

 
 
○障害程度区分によりサービス利用の可否やサービス利用量に 
影響が生じることから、公正、公平なサービスの提供を行うた
めに、早急に認定方法等の見直しを行うことを提案する。 

 
・障害程度区分認定調査の調査項目に、知的障害及び精神障 
害の特性を反映する項目を導入するとともに、１次判定ソ 
フトについても、特性を十分反映できるよう精度の向上を 
図ること。 
・市町村審査会において、１次判定を変更する場合の判定基 
準を整備すること。 

（４）施設入所と地域移行について 
（現 状） 
○ 「愛媛県障害福祉計画」では、平成 23 年度末までに、施設入
所者の 10.4％の地域生活移行、7.3％の入所者の減少を目標数値 
 
 

 
 
○ 入所施設から地域生活に移行するためには、居住の場である
グループホームやケアホームを確保する必要があるが、国にお

 
 

 
 
○現在の状況では、今後、地域生活に移行する障害者のニーズに
到底対応することはできないため、次のとおり提案する。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

に掲げているが、平成 18 年度に地域生活に移行した者は約 40
人であり、一方、平成 19 年 5 月現在の入所待機者は 420 人とな
っており、入所者の減少は進んでいない。 
（取 組） 
○ 新体系サービスへの移行を検討してる入所施設に対し、入所
者の地域生活への移行促進及び入所定員の削減について、指
導・助言を行っている。 
また、障害者自立支援対策臨時特例交付金による特別対策事
業を活用し、グループホーム、ケアホームの改修を行っている。 

いては、その整備・改修補助に対する十分な予算が確保されて
いない。 
○ グループホーム、ケアホームの改修助成に活用できる特別対
策事業は平成 20 年度までの事業となっている。 
○ 地域に移行する障害者の地域生活を支援するためには、障害
福祉サービスや地域生活支事業の充実を図る必要があるが、地
域生活支援事業の国庫補助は十分でなく、事業費を超過負担し
たり、事業を抑制、中止する状況も生じている。 

 

・グループホーム、ケアホームの整備・改修及び地域生活支援 
事業に対する国の助成予算を十分に確保すること。 
・地域生活支援事業のうち、障害者の地域生活に不可欠なサー 
ビス（移動支援、日常生活用具の給付等）については、個別 
給付に移行すること。 
・地域生活への移行は推進していく必要があり、その流れを止 
めてはいけないが、目標達成期間を延長すること等により、 
急激な変化や地方公共団体の膨大な負担を緩和することも検 
討すること。 

（５）精神障害者支援施策について 
（現状） 
○ 「愛媛県障害福祉計画」では、平成 23 年度末までに、退院可
能な精神障害者が地域生活に移行する者を 685 人と目標に掲げ
ているが、現在は、退院促進に取り組んでいない状況である。 
（対応） 
○ 平成20年度から新たに精神障害者退院促進支援事業を実施す
る。 

 
 
○ 退院して地域生活に移行するためには、居住の場であるグル
ープホームやケアホームを確保する必要があるが、対象者に対
して十分に確保されていない。 
○ 病院における取組みと地域における体制整備や支援の取組み
の連携が十分でなく、総合的な調整が機能していない。 

 
 
○ グループホーム、ケアホームの整備・改修に対する国の予算
を十分に確保すること。 

 

２．就労支援について 
（現 状） 
○ 「愛媛県障害福祉計画」では、平成 23 年度における福祉施設
から一般就労への移行者数 111 人（平成 17 年度 24 人）を目標
数値として掲げているが、平成 18 年度の一般就労者数は 20 人
程度であり、依然、一般就労は進んでいない状況である。 
（対 応） 
○ 関係機関・団体が連携し、障害者の就労支援を行うため、「愛
媛県障害者雇用支援合同会議」を設置した。 
○ 障害者就業・生活支援センターを追加設置することを検討し
ている。 

 
 
○障害者就業・生活支援センターは、就労支援と生活支援が一体
となって、障害者就業及び職場定着を支援するものであるが、
就業支援部分については十分な国庫補助予算が確保されている
にもかかわらず、生活支援部分については地域生活支援事業に
位置づけられており、国庫補助が十分確保されていない。 

 
 
○ 障害者就業・生活支援センターにおいては、本来一体的な運
営がなされるべき就業支援と生活支援が、厚生労働省の別々の
部署において予算措置がなされている現状を改め、生活支援部
分の国庫補助予算は、地域生活支援事業予算から切り離し、就
業支援部分の国庫補助予算と一元化し、予算計上を行うべきで
ある。 

３．その他障害者支援策について 
（１）障害児のサービス体系について 
○ 平成15年４月にスタートした支援費制度により児童デイサー
ビス等の居宅サービスは実施主体が市町村へ移ったが、障害児
施設サービスについては県に残ったままである。そのため、障
害者自立支援法の附則により施行後３年を目途として、障害児
の入所に係る実施主体の在り方等を勘案し必要な措置を講ずる
とされている。 
□支給決定障害児数（H19.5.1 現在）  644 人 

 
○ 子どもの成長（乳児期、学齢期、成人期）に応じて医療、保
健、福祉、教育及び労働などの関係機関が連携して支援して行
く必要がある。（保育所から学校、学校から働く場への移行期の
支援） 
○ 障害児や家族にとっては身近な地域で気軽にサービスが受け
られるようにすることが大切であること、虐待など要保護性の
あるケースなどの対応をどうするかなどを含め、サービスの実
施主体をどうするかを検討する必要がある。 

 
○ 障害のある子どもや家族が安心して地域で暮していけるよ
う、今後の検討過程において、自治体や施設関係者の意見が反
映される枠組みを作ることを提案する。 
 （検討課題） 
・ライフステージに応じた一貫した支援方策 
 ・障害福祉サービス事業と障害児施設サービスの実施主体 
の在り方 
 ・虐待防止のための制度づくり 

（２）発達障害者支援施策について 
○ 平成 19 年４月から、発達障害者支援センターを子ども療育セ
ンター内に設置し、臨床心理士、保健師、養護学校教員免許所
持者など５人の専任職員が、発達障害のある方や家族等からの
相談に当たっている。 

 
○ 発達障害者支援センターは、障害者就業・生活支援センター
と同様に、地域生活支援事業であるため、事業実施に必要な財
源が十分確保されていない。 

 
○ 地域生活支援事業の中でも、必須事業である専門性の高い相
談支援事業及び広域的な支援事業については、地域生活支援事
業の予算から切り離し、事業実施に必要な財源の確保を図るべ
きである。 

（３）ひきこもり関連施策について 
（現 状） 
○ 通学、就労といった社会参加や対人的な交流を行わず自宅を
中心とした生活を送る「ひきこもり」が、大きな社会問題とな
っている。 
（対 応） 
○ 本県では、心と体の健康センターで、「ひきこもり」の個別相
談に応じるほか、「ひきこもり当事者の集い」、「ひきこもり親の
集い」や研修会を開催するなどして、「ひきこもり」対策に力を
入れているところである。 

 
 
○ 精神保健相談の一環として「ひきこもり」についての相談を
受けている現状であり、十分な相談体制が整備できていない。
○ 「ひきこもり」の要因は様々であり、解決には、他の機関と
の連携が不可欠であるが、十分な支援体制が確立されていない。
  
  

 
 
○ 「ひきこもり」は大きな社会問題となっていることから、
相談体制及び社会復帰支援のための施策を確立するなど、支
援対策の構築を図ること。 
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【テーマ】今後の障害者支援のあり方 ポイントペーパー                                       都道府県名 高 知 県  

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
・中山間地域におけるサービス確保対策について 
〈現状〉 
○ 障害のある人が住み慣れた地域での生活を望んでいても、身近
な場所に日常生活や就労などを支援するサービス事業所がない
ため、適切なサービスが受けられなかったり、入所施設での生活
を余儀なくされている。 
 
【施設入所率】 
  都市部（高知市）：周辺部（高知市以外）＝ １ ： １．５５ 
 
身体及び知的障害者の施設入所率 

区 分 
施設入所者数 
① （19.10.1 現在） 

障害者数（18～64 歳） 
② （19.3.31 現在） 

入所率 
①／② 

高知市 414 6,182 6.70％ 
高知市以外 988 9,541 10.36％ 
計（34 市町村） 1,402 15,723 8.92％ 
※市部（11）を除く町村の入所率 
町村（23）計 384 3,525 10.89％ 
 
 

 
○  中山間地域では、ひとり一人の多様なニーズが潜在するもの
の、対象者数が少ないため、事業者参入が進んでいない。 
（問題点） 
・「生活介護」、「就労継続支援」など、サービス事業ごとに 
配置すべき職員数や最低定員が定められた現行制度では、 
①利用者数が最低定員数に満たない、若しくは、②利用者 
数に比して要配置職員数が過大となり、事業として成り立 
っていかない。 
 
（例）現行制度として「生活介護」、「就労継続支援（Ｂ型）」、「自
立訓練（生活訓練）」、「児童デイサービス」を併せて実施す
る場合 

    最低定員：２７人 
    職員配置： ８人（常勤換算） 
 
【障害者施設の設置状況（H20.3 現在）】 
  障害者施設がない、または１ヵ所のみの地域 
            ５２．９％（１８町村／３４市町村）
法定施設 市町村数 割合 
なし １０ ２９．４％
１ヵ所 ８ ２３．５％
２ヵ所以上 １６ ４７．１％
計 ３４ １００．０％

・法定施設：新体系（生活介護・就労継続・就労移行）、旧体系 
     （授産・更生・療護の入通所施設）、児童デイサービス
 

 
○  中山間地域において、小規模で多機能な支援拠点が整備でき
るよう、介護保険の小規模多機能型居宅介護に準じた制度の導
入を提案する。 

 
（提案例） 
 
 

２．就労支援について 
〈現状〉 
○ 本県のハロ－ワ－クでの有効求職障害者数は、毎月１，１００
人程度で、そのうち就職者は、月２０人程度と厳しい状況にある。 
 
（参考） 
  障害者法定雇用率１．８％が適用される従業員５６人以上の 
企業数は３６３社。内、１８３社が達成。 
達成率５０．４％、全国２４位。 

 
○ 多くの民間事業者は、障害について、また障害者の能力や適
性について知る機会がない。 

 
○ 障害者が、実際に民間事業所での就労を体験する場や機会が
少ない。 

 

 
○ 現在、国からの交付金を財源として実施している職場実習先
の確保のための補助事業（平成２０年度までの事業）を、平成
２１年度以降も継続することを提案する。 

 
（事業名） 
   障害者職場実習設備等整備事業 
※障害者自立支援対策臨時特例交付金による事業 

 
３．発達障害者支援施策について 
○  保護者や親の会、有識者からは、県に対し、機会あるごとに、
発達障害児（者）を取り巻く課題が指摘され、その改善のため
の要望が強く出されている。 
（主な訴え） 
・ 訪問介護や外出時のヘルパー派遣が受けられず、日常生活
に支障をきたしている 
・ 親の負担を軽減するためのレスパイトサービスや、緊急の
用事に対応するための一時預かりサービスが利用できない 
・ やむを得ず全額自己負担で民間サービスを利用している
が、負担が大きい 
・ 就労を支援するサービスが受けられない 
 

 
○ 自閉症や注意欠陥多動性障害といった発達障害児（者）につ
いては、その特性に応じた適切な療育方法が確立されていない。

 
○ 障害者手帳の対象にならない発達障害児（者）は、福祉サー
ビスの対象となっていない。 
 

 
○ 早期に療育方法を確立するとともに、現在障害者手帳の対象
になっていない発達障害児（者）を、ホームヘルプサービスや
ショートステイ、就労支援といった障害者自立支援法の福祉サ
ービスの対象に位置付けることを提案する。 

 
 
 
 

 

【日中活動】 

【訪問】 

【泊まり】 

利用登録者に応

じた月額報酬 

 

【居住】 

実利用者数に応

じた日額報酬 

 
 
 
 
 
 
 

小規模多機能支援拠点のイメージ 

 

生活介護 就労支援 

自立訓練 児童ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

グループホームショートステイ 

 

居宅介護 

【日中活動】 
○職員配置 3対 1 

【訪問】 
○職員配置 1名 
※24時間対応 

【泊まり】       【居住】 
○職員配置 1名 

 

職員配置：介護保険の小規模多機能型居宅介護の基準による

利用登録者 20名程度 

報 酬 

○最低定員 10名 
（自立支援法の特例基準による） 

○最低定員 2名 
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【テーマ】今後の障害者支援のあり方 ポイントペーパー                                       都道府県名 長 崎  県  
① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 
〈現 状〉 
○ 平成18年11月～19年6月の間の障害者施設の退所者総数102
名のうち、利用者負担の増加による退所者（利用中止者）は 2
名、全体の約 2.0％となっている。 
同時期における障害児施設の退所者総数 61 名のうち、利用者
負担の増加による退所者（利用中止者）は１名、全体の約 1.6%
となっている。 
  本県では、保護者の負担が増加することによって児童のサー
ビス利用が阻害されることのないよう、措置制度下による負担
金額まで負担を軽減する独自の施策を実施している。 
 

 
  
 
○ 平成２０年７月からの更なる緊急措置により、利用者負担の
一層の軽減が図られることとなったが、特に障害児のいる家庭
については、所得の高い世帯の負担が大幅に軽減される一方で、
所得の低い世帯は措置制度下と比較すると依然として負担が増
加している状態が継続しており、負担感が生じている。 

 
  
 
○ 左記問題点に対する一層の配慮をお願いしたい。 

（２）事業者の経営基盤強化について 
〈現 状〉 
○ 障害者自立支援法の施行により報酬の支払方式が「月額払い」
から利用実績に応じた「日払い」に変更され、法施行直後の平
成 18年 4月分の収入は、前月に比べ入所施設で約 8%、通所施
設で約 12％減収となった。 
 

 
 
○ 報酬の減により、職員を非常勤にせざるを得ず、利用者への
サービスの質の維持、良質な人材の確保に苦慮しているとの事
業者の声がある。 

 

（３）障害者区分認定について 
〈現 状〉 
○ 平成１９年度の見込み認定件数は約 1,800 件 
○ 本県では、これまで障害程度区分認定研修を 343 人、市町村審
査会委員研修を 254 人が受けている。 
○ 本県においては、障害程度区分認定等に対する審査請求はな
い。（平成 20 年 3 月 1 日現在） 
 
〈取 組〉 
県としては、全国一律の基準に基づき、客観的かつ公平・公
正に障害者給付等の事務が行われるよう、毎年障害程度区分認
定員研修及び市町村審査会委員研修を実施しており、認定員、
委員の資質の向上を図っている。 

 
 
○ 自立支援法の実施後、一部施設などから「認定について市に
よって格差がある。」「知的・精神に関しては実態を反映してい
ない」などの意見が寄せられている。 

 
 

 
 
○ 平成 21 年度以降の障害程度区分認定の見直しにあたって、与
党障害者自立支援に関するプロジェクトチームの障害者自立
支援法の抜本的見直し（報告書）のなかで「早急に実態調査に
着手するとともに、知的障害、精神障害を始め各々の障害特性
を反映した調査項目と判定基準となるよう、大幅な見直し。」
「障害程度区分に応じたサービス提供の仕組みの在り方につ
いては、地域移行の推進、本人や家族の置かれている環境や意
思を踏まえた選択、公平性やサービスの必要性等の視点から検
討。」との方向性が示されているところであり、判定基準等に
ついては、国の決定を見守りたいと考える。 

 
(提案) 
  なし 
 

（４）施設入所と地域移行について 
〈現 状〉 
○ 平成 18年度中の入所施設からの退所者 148人のうち、グルー
プホーム・ケアホーム等へ移行した数は、77人となっており、
平成 18年度の入所者数 2,818人に対する割合は、約 3％となっ
ている。 

 

  

（５）精神障害者支援施策について 
精神保健福祉法に基づく措置通報の対応体制の充実について 

措置通報件数の増大及び休日時間外において迅速に対応する
必要があることに伴う問題点として、 
① 精神保健指定医の確保対策及び財政措置。 
② 措置患者の移送に伴う十分な人的財政的措置、また、警察
等の関係機関との調整も含めた条件整備。 

 

①国による指定医の確保対策及び財政措置。指定医の更新の際の
鑑定実績の義務づけ、指定病院としての協力義務その他。 
②移送に伴う十分な人的財政的措置、また、警察等の関係機関の
移送協力の明文化その他。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 
２．就労支援について 
〈現状〉 
本県の平成１９年６月１日における実雇用率は全国第３位と高
いものの、授産施設等の利用者が一般就労への移行した率は全国
平均を下回っており、低調となっている。 
〈取組〉 
○就労支援ネットワークの構築 
 障害者就業・起業支援協議会を設置し、県内８圏域においてネ
ットワーク構築のための取り組みを行っている。 
○雇用の場の創出・拡大 
 専門家等を活用し企業への理解促進などに取り組んでいる。 
○就労支援体制の充実・強化 
 施設職員を対象に専門研修を実施している。  

 
 
○離島や半島などが多く、雇用の場が少なく、また障害者雇用へ
の理解が遅れている。 

 
○職場開拓や職場定着のための支援体制が整っていない。 
 

 
 
○就労支援ネットワーク構築事業〔基金事業〕などに対する財政
支援の継続 

 
○離島地域等における就業・生活支援センターの要件の緩和 
  〔要件〕 
  過去３年間での就労実績１０名以上、職場実習２０名以上 
 
 

３．その他障害者支援策について 
（１）障害児のサービス体系について 
〈現状〉 
・ 措置と契約の混在 
・ 加齢児の割合が高い（重症心身障害児施設、肢体不自由児療
護施設、一部の知的障害児施設） 
・ 居宅関係サービス（障害者自立支援法）は市町村、施設関係
サービス（児童福祉法）は都道府県等と、実施主体が異なる 
・ 児童養護施設等に障害児が入所しているケースなど、本来の
施設のあり方とは違った利用も見られる。また、児童デイサ
ービスと通園施設など、機能が似通っているものもある。 

 
 

 
・ 加齢児の割合が高い施設では、施設利用者の高齢化・障害の
重度化・利用期間の長期化が見られる。 
児者一貫の視点からの支援が必要との声も一部施設からは
あるが、実態として障害者と異なる部分は大きくなく、児童
福祉法の枠組みの中での支援が必要か検討を行う必要があ
る。 
・ サービスによって実施主体が異なっているため、一貫した支
援が困難になる面がある。また、利用者にとっては相談先が
異なることによる不便が生じている。 
・ 仮に市町村に実施主体が統一された場合、障害児施設の措置
における児相の役割について整理される必要がある。 
・ 障害児施設のみならず、児童福祉施設全体での体系の見直し
について検討の必要がある。 

 
 ・現在、国において障害児支援のあり方に関する検討を行って
おられるが、左記問題点欄に掲げた点について十分なご検討
をお願いしたい。 
  

（２）発達障害者支援施策について 
〈現状〉 
○平成１６年度から、県は市町が行う健診に発達障害児の早期発
見のためのスクリーニングを導入。（１．６歳児健診スクリー
ニング：Ｈ１９年度１９市町／２３市町導入。３歳児健診スク
リーニング：Ｈ２０年度より１５市町／２３市町導入） 
また、児の発達を促すための技術支援を行うなど、発達障害児
の早期発見早期相談支援体制整備を推進している。 
○同年度に発達障害児（者）やその家族の生活・療育等の相談機
関として「発達障害者支援センター」を設置し、医療・保健・
福祉・教育・労働等の各関係機関の連携による一貫した支援を
図っている。 
○教育庁では、発達障害児等の教育支援の拠点として就学前から
学校卒業までの教育相談教育支援を目的にした「教育支援ネッ
トワーキング事業」を実施している。 
〈取組〉 
○平成１９年度から発達障害児の早期発見を目的にした５歳児健
診モデル事業の実施及び市町に対する専門的技術支援、発達障
害児の支援を行う関係者への研修等を実施している。 

 
 
○専門的な診断や療育ができる医療機関、医師の養成等がまだ十
分とはいえず、発達障害児の早期発見の為の専門医の確保が難
しい状況である。 
○早期発見後の療育について、専門機関が少なく充分なフォロー
が困難であることから、専門の療育機関等の整備が必要である。
 
 

 
 
○国において、発達障害の専門医師の育成及び確保を図ることを
提案する。 
○発達障害児（者）の療育支援等の充実を図るために、施設整備
及び人材確保、就労支援への財政的支援の充実を図ることを提
案する。 
○発達障害児（者）を対象とした福祉サービス制度は設けられて
いない為、発達障害児（者）を対象とする制度の創設を提案す
る。 
 
 

（３）ひきこもり関連施策について 
学齢期（１６歳未満）に対しては、教育委員会による不登校対
策や長崎こども・女性・障害者支援センターによる児童福祉対策
として対応。 
学齢期を過ぎると支援策がないため、県央保健所において平成
１４年度から国庫補助事業、平成１９年度から県単事業としてモ
デル的に実施しており、対策検討委員会の設置（医療・教育・労
働・福祉等）、講演会、家族会、当事者会を開催。その他、長崎市
及び佐世保市保健所でも家族会を開催。 

① 特に、支援が得にくくなる学齢期を過ぎたひきこもりに対する
就労等の社会復帰支援のための体制構築。 
②対策全般に当たっての財政的な裏付け。 

①ひきこもり対策にあたっての、精神保健、教育、労働等の関係
機関の役割分担、また、国・県・市町の役割分担の明確化。 
②国による財政支援。 
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【テーマ】今後の障害者支援のあり方 ポイントペーパー                                       都道府県名 沖 縄  県  

① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

１．障害者自立支援法について 
（１）利用者負担について 
〈現 状〉 
○ 法施行前から、障害者団体等から、県に対して、障害者の負担
を増やさないよう陳情があった。 
○ 平成18年11月～19年６月までにサービス利用を中止した者が
13 人、抑制した者が 23 人であった。（19.9 国調査沖縄県分） 
○ 平成 19 年４月から特別対策により利用者負担の軽減が図られ
た。 
○ さらに、平成 20 年７月から利用者負担の更なる軽減が図られ
ることになっており、平成 21 年度以降も継続されることにな
っている。 
〈取 組〉 
○ 本県においては、九州地方知事会議等を通して、国に対して実
態を踏まえた適切な利用者負担とするよう提案をしてきたとこ
ろである。 

 
 
 
○ 利用者負担については、更なる軽減が図られることになってい
ることから、県においては、一定の理解は得られるものと考え
ている 

 

（２）事業者の経営基盤強化について 
〈現 状〉 
○ 施設でのサービス報酬が毎月一定額が保障される「月額払い方
式」から、１日単位の利用実績による「日額払い方式」への変
更、サービス報酬単価の減額、利用者の減により、事業所の収
入が法施行前と比較して減収となった事業所が多い。 
 （収入の状況） 
 

施設数 

17 年度と 18 年度 

を比較して減収と 

なった施設数 

17 年度収入と 

18 年度収入を 

比較した増減率 

入所施設  52  37 (71％) △ 1.6％ 

通所施設  17  14 (82％) △13.1％ 

計  69  51 (74％) △ 2.8％ 

 
 
 

 
○ サービス報酬の減額により、サービスの質の向上、良質な人材
の確保、経営の安定に支障を来たしている。 
（特に通所サービスに支障を来している。） 

 
○ 国においては、通所系サービスについては、報酬単価を４．
６％程度引き上げるとしているが、サービスの質の向上、良質
な人材、安定的経営が確保できるよう、全国レベルでの公平、
公正な経営実態調査を早急に実施し、サービス報酬額、報酬基
準について、検証し、必要な改定を行うことを提案する。 

 
 （報酬基準改定の具体個別事項例） 
・施設入所者の土曜日・日曜日の日中活動については、 
職員が入所者に対し、必要な生活介護を行っていること 
から、報酬の算定が別にできるよう改善すること。 
 

（３）障害者区分認定について 
〈現 状〉 
○ 知的障害者及び精神障害者については、障害特性を適正に反映
されていないとの声がある。 
〈取 組〉 
○ 本県においては、九州地方知事会議等を通して、国に対して
知的障害者、精神障害者の障害特性を適正に反映した障害程度
区分認定となるよう提案をしてきたところである。 

 
 
○ 知的障害者及び精神障害者について、障害程度区分認定が低
く出ることにより、障害福祉サービスを受けにくい状況がある。

 
 
○ 障害程度区分認定のための調査において、知的障害者及び精
神障害者の障害特性を適切に評価できる内容に見直すことを提
案する。 

（４）施設入所と地域移行について 
（現状） 
○ 沖縄県障害福祉計画において、福祉施設入所者（２７６１人）
のうち、２８２人を地域生活へ移行させることとしている。 
（１０．２％） 
 

 
○ 地域生活への移行については、ＧＨ，ＣＨ等の移行先の確保が
必要である。 

 
○ ＧＨ，ＣＨの利用対象者が知的障害者及び精神障害者に限られ
ている。 

 

（Ｈ１９九州地方知事会要望事項） 
○ ＧＨ，ＣＨについて、小規模な事業所においても円滑な事業実
施が可能となるよう、報酬基準の見直しを行うことを提案す
る。 
○ 三障害共通の一元的なサービスの観点から身体障害者につい
てもＧＨ，ＣＨの対象とすることを提案する。 
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① 現 状 と 取 組 ② 問 題 点 ③ 提  案 

（５）精神障害者支援施策について 
精神保健福祉法に基づき、精神障害者の医療及び保護を行
い、障害者自立支援法と相まって、精神障害者の社会復帰の
促進及びその自立と社会経済活動への参加のために必要な施
策を実施している。 
 

 
社会的入院患者の存在、精神科病床数の多さ、住宅確保等サ
ービス構築、地域生活支援の不十分さ、地域住民の理解不足に
よる偏見等の課題がある。 

 
 

２．就労支援について 
（現状） 
○ 障害者の就労を推進するため、各種の支援方策を通して、福
祉施設からの一般就労移行者を平成１７年度の実績の４倍程
度になるよう数値目標を設定している。 
   Ｈ１７施設からの就労者数 ２３人 
   Ｈ２３施設からの就労者数 ９２人 
 
 
○ 工賃アップ推進計画の下、授産施設等における工賃を引き上
げるよう取り組む。 
 Ｈ１８平均工賃 １３，５２２円 
  Ｈ２３目標工賃 ３３，０００円（約２．４倍） 

 
 
○ トライアル雇用の活用、ジョブコーチによる支援等による支
援が必要である。 

 
 
 
 
 
○ 沖縄県工賃アップ推進計画（平成１９年度からの５カ年計画）
を策定し、授産施設等の工賃水準の向上のための各種支援策を
講じることとしているが、当該計画を支援するために創設され
た「工賃倍増計画支援事業」が平成２１年度までとなっており、
平成２２年度以降の支援事業が必要である。 

 
 
○ 国の労働担当部局等に事業であるトライアル雇用やジョブコ
ーチによる支援等は障害者雇用にとって非常に効果的なもので
あることから、さらなる充実を提案する。 

 
○ また、ジョブコーチの養成が各地域で出来るよう、研修機会
の確保を提案する。 

 
○ 工賃倍増計画支援事業の計画期間中の支援を継続することを
提案する。 

３．その他障害者支援策について 
（１）障害児のサービス体系について 
 （現状） 
○ 障害福祉サービスの支給決定等にかかる実施主体について
は、市町村に一元化されたところであるが、障害児施設の入
所にかかる実施主体は、都道府県となっている。 
 

 
 
 
○ 障害児施設の取扱いについて、実施主体の在り方等について、
検討状況などを速やかに都道府県・市町村へ提示する必要があ
る。また、措置制度の運用方法についても、取組状況等提示す
る必要がある。 

 
  

 
 
 
○ 障害児施設の在り方の検討に係る資料の提示が必要である。 
 

（２）発達障害者支援施策について 
〈現 状〉 
○ 平成 17 年４月から発達障害者支援法（平成 17 年法律第 167
号）が施行され、発達障害者を支援していくことが法的に規定
された。 
○ しかしながら、具体的な支援策が取られていないために、関係
者から早急な対策を講じるよう要望がある。 
〈取 組〉 
○ 本県においては、平成 19 年２月に発達障害者支援センターを
設置し、発達障害等の相談に応じている。 
 

 
 
○ 障害者自立支援法の対象となっておらず、各種障害福祉サービ
スが受けられない。 
○  障害としての認識が必ずしも一般的ではなく、その発見や適
切な対応が遅れがちである。 
この分野における専門家が少なく、きちんとした対応が取り
にくい 

 

（３）ひきこもり関連施策について 
保健所や総合精神保健福祉センターにおいて、講演会等によ
る普及啓発、当事者及び家族の相談支援、当事者会の育成、家
族会の支援を行っている。 
 

 
ひきこもりの実態調査・分析、複雑困難事例についての保健
医療従事者への支援、関係機関のネットワークづくり等の課題
がある 

 

 




